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　 本町では、令和２年度を初年度とする、板倉

町総合計画を策定し、 「地域で支え合 う安全な

まちいた く ら」 を ま ちの将来像と し て、人口減

少・高齢化を強 く 意識し ながら、 各施策を着実

に実行 し、 町民の皆様一人ひ と り が、 本町に

「住んで よかっ た」、 「住み続けたい」 と感じ 、

住み続け る こ と を誇 り に思え る よ う な ま ちづ

く り に努めてまい り ま し た。

　 こ の総合計画の計画期間は、 基本構想 ８年

間、 基本計画は前期・後期の ４年間ご と と定め

て お り ま す。 こ こ に、 前期基本計画の計画期間が終了年次を迎え る こ と か

ら、 新たに ４年間の後期基本計画を策定いた し ま し た。

　 こ の度、 策定いた し ま し た 「板倉町総合計画後期基本計画」 は、 前期基本

計画におけ る施策の方針を踏ま えつつ、令和元年 10月に発生 し た台風 19号

など近年多発す る自然災害、 令和 ２ 年か ら世界的な感染拡大と な っ た新型

コ ロナ ウ イ ルス感染症に よ る社会活動への影響、 町の こ れ までの取組や課

題を踏ま え今後取 り組むべき施策の方針を示し てお り ます。

　 今後につ き ま し て は、 安全 ・ 安心、 災害対応を重点施策と し つつ、 少子高

齢化・人口減少対策の施策、デ ジ タ ル化推進の施策など 、総合的に各分野の

施策を着実に実行す る こ と で、町民の皆様一人ひ と り が、本町に 「住んで よ

か っ た」、「住み続け たい」 と 感 じ 、住み続け る こ と を誇 り に思え る よ う な持

続可能なま ちづ く り を進めて まい り ます。

　 結びに、 本計画の策定にあた っ て、 ま ちづ く り 町民アンケー ト に ご協力を

いただいた町民の皆様、 熱心なご議論を いただ き ま し た検討委員の皆様、 議

会議員の皆様、 行政区長の皆様に、 心から お礼を申 し上げ る と と も に、 計画

の実現に向け今後と も一層のご協力、 お力添え を お願い し ま し て、 巻頭のご

挨拶と いた し ます。

令和 ６ 年 ３ 月

板倉町長　 栗原 実　

「地域で支え合う安全なまち いたくら」
              を目指して
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基 本 構 想 
基本構想は、まちの将来像と

その目指すべき方向を示します



(1)

基本構想

序論 はじめに

　昭和 46 年に本町は、目標年度を昭和 55 年度とする『板倉町総合計画』を策定し、豊かな住みよい

郷土の実現を目標に、緑と清流の農工都市を目指し、都市基盤整備を推進してきました。社会情勢の

変化に伴い、昭和 55 年度に『板倉町総合計画』を見直し、平成２年度を目標年次とする『板倉町新総

合計画』を策定し、このとき板倉台地ほ場整備をはじめとする土地改良事業を進めてきました。続く

『板倉町第３次総合計画』では、第１章を「都市開発の推進」とし、都市開発プロジェクトとして、東

洋大学誘致、東武日光線新駅設置、板倉ニュータウン建設等、主にハード面の事業を実施しました。

　その後バブル崩壊とともに、右肩上がりの成長期は終焉し、低成長期を迎えました。『板倉町第４次

総合計画』の策定においては、情報化や国際化、財政状況の悪化等、社会経済状況が大きく変化する

中、板倉ニュータウンの活性化、防災体制の整備、国際・地域交流、情報技術ネットワークの整備を

重点プロジェクトとして取りあげました。

　その後、地方分権の進展や東日本大震災の発生など、経済的には低成長期が継続する中、時代は大

きな転換期・変革期を迎えました。平成 24年度を計画初年度とする『第１次板倉町中期事業推進計画』

では、町民と行政との協働とパートナーシップの強化、防災体制の整備を大きな目標として掲げつつ、

町役場新庁舎の建設の考え方にも言及し、ハード・ソフト両面のバランスを考慮しながら、それらを

実現する新しいまちづくりに取り組んできたところです。

１
こ
れ
ま
で
の
計
画
と
ま
ち
づ
く
り

 これまでの計画とまちづくり

時代背景計画人口将来像計画期間計画名

高度成長期～
安定成長期

20,000 人緑と清流の農工都市
昭和 46 年度～
昭和 55 年度 

板倉町総合計画

安定成長期21,114 人
希望にみちた

活力あふれる町
昭和 55 年度～

平成２年度
板倉町新総合計画

安定成長期～
低成長期

25,000 人
文化のかおる

活力あふれるまち
“いたくら”

平成 3 年度～
平成 12 年度 

板倉町第 3 次
総合計画

低成長期19,300 人
光と水とふれあいの

学園都市・板倉
平成 14 年度～
平成 23 年度 

板倉町第 4 次
総合計画

低成長期15,220 人
みんなが安心して

暮らせるまち
平成 24 年度～
令和元年度   

第 1 次板倉町
中期事業推進計画

(1)



(1)

基本構想

　社会構造の変化や新たな行政課題への対応などにより、行政の役割は増加傾向にあります。一方、

長引く景気の低迷、人口減少と高齢化の進行による福祉関連予算の増加など、本町の財政状況は引き

続き厳しい状況におかれています。遡れば、平成 11 年に地方分権一括法が制定されて以来、地方分権

推進委員会の答申もあり、国は一貫して地方分権を進める立場をとっています。

　さらに平成 26 年に制定されたまち・ひと・しごと創生法の背景には、東京への一極集中を排除し、

国土の均衡ある発展を図ると同時に、国民が等しくゆとりと豊かさを実感できる社会を実現させると

いう目的があり、地方分権を具現化する政策の方向性が示されています。

　今後は、行政ニーズと財政運営の共通理解を深めるために、町民と行政がそれぞれの役割と責任の

もと、これまで以上に連携・協力しながら支え合っていくことが不可欠となります。

　以上のような時代の変遷を踏まえ、『第１次板倉町中期事業推進計画』が令和元年度末をもって終了

することから、社会情勢の変化や本町が直面している諸課題を総合的に分析し、行政経営資源の減少

と新たな時代に対応した町民参画型の持続可能なまちづくりをするための計画策定を目指しました。

　板倉町は、関東平野の中央、「鶴舞う形」と形容される群馬県の最東南端に位置し、埼玉県と栃木県

の県境に接します。町の南側には、わが国最大の流域面積を誇る利根川が流れ、北側にはその利根川

水系最大の支流である渡良瀬川が流れます。また、町の東側は平成24年にラムサール条約登録湿地と

なった渡良瀬遊水地に接します。

　町内の地形に関しては、地盤高度に関しては概ね標高 13 メートルから 25 メートルを示し、山岳地

帯の多い群馬県の中では、最も標高が低く、平坦な地形です。気象に関しては、年間の平均気温は約

15度程度で、降水量が少ない地域です。町内の土地のうち、約 52 パーセントを農地が占める一方、

市街化区域は約９パーセントとなっています。このように、豊富な水と平坦な地勢、群馬県下で最も

温暖な気候を利用し、米、麦、施設園芸（キュウリ、 花  卉 など）を主力とした農業が盛んです。
か き

　板倉町は、昭和 30 年に西谷田村・海老瀬村・大箇野村・伊奈良村の４か村が合併して誕生しました。

高度経済成長とそれに伴う持続的安定成長は、大都市とその周辺都市に人口の集中と、産業構造の変

化をもたらしました。このような社会背景の中、本町は、恵まれた自然環境と東京圏から通勤圏内と

いう地理的条件を生かし、東北自動車道館林 IC 設置、町東部における板倉ニュータウンの造成、平成

９年には東洋大学板倉キャンパス開学、板倉東洋大前駅開業と相まって、順調に発展を遂げてきまし

た。また、平成 23年には「利根川・渡良瀬川合流域の文化的景観」として関東地方で初の重要文化的

景観に選定されました。昭和 33年に開庁してから 60年あまり供用を続けてきた町役場庁舎の建て替

えと庁舎機能の移転が平成31年２月に完了し、同年同月に町役場新庁舎が開庁しました。令和元年の

東日本台風（台風 19号）の経験をふまえ、住民の生命及び財産を確実に守ることを目的とし、車中避

難を想定した西岡地区緊急避難場所及び海老瀬地区緊急避難場所を令和５年に整備しました。
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２  計画策定にあたって

３  まちの概況

(2)
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基本構想

序論 はじめに

※１ 合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性が平均して生涯何人子どもを

産むのかを推計したもの ※ 2 KPI：key performance indicatorの略称で重要業績評価指標と呼ばれる。業績評価を定量的に

評価するための指標。達成すべき目標に対しどれだけの進捗であるかを明確にできる ※３ 年少人口・生産年齢人口・老年人

口：年少人口（15 歳未満の人口）・生産年齢人口（15 ～ 64 歳までの人口）・老年人口（65 歳以上の人口）※４ 国立社会保

障・人口問題研究所：人口・経済・社会保障の相互関連などについて調査研究を行う、厚生労働省の施設等機関略称「社人研」
(3)

　我が国では、急速に少子高齢化が進行しており、総人口は平成 16年 12 月の 1 億 2,784 万人をピー

クに人口減少時代に入りました。平成30年 (2018) の合計特殊出生率※１は1.44 であり、長期的に人口

を維持できる水準とされている2.07 を大きく下回っており、今後も少子化は続くものと見込まれてい

ます。また、東京圏への人口移動も止まらない状況です。国の総合戦略 KPI ※２の一つである「地方・

都市圏の転出入の均衡」では、地方から東京圏への転入を６万人減少させ、東京圏から地方への転出

を４万人増やすという目標を掲げていますが、計画策定時よりも地方から東京圏への転入者数は増大

し、東京圏から地方への転出数は減少しており、東京一極集中の傾向は変わらない状況が続いていま

す。出生数の低下にも関わらず、東京圏の人口が地方に比べ減少の幅が緩やかな理由は、老年人口※３

の増加だけでなく、生産年齢人口が東京圏に流入しているからということがいえます。

　近年、本町における出生数は 100 人を下回り、合計特殊出生率は 1.00 を割り込む状況が続いている

ことから、年少人口※３が減少しています。現在のところ全体の人口については、減少する年少人口と

生産年齢人口※３を、増加する老年人口が補っているため、全体の人口減少は緩やかです。しかし、国

立社会保障・人口問題研究所※４の推計によると、令和７年（2025）頃に、老年人口も減少に転じる転

換点が訪れ、今後人口減少のペースが速まることが予見されます。以上のことから、少子高齢化、生

産年齢人口の減少といった人口構造の変化は避けがたい状況にあります。

４

人
口
減
少
社
会
と
目
標
人
口

 人口減少社会と目標人口

2018 年2017 年2016 年2015 年2014 年2013 年2012 年2011 年
　　　 年

項目            

48 人45 人57 人60 人81 人81 人80 人93 人出生数

0.860.810.970.941.211.211.021.17
合計特殊
出生率

2018 年2017 年2016 年2015 年2014 年2013 年2012 年2011 年
　　　 年

項目            

12,922 人13,279 人13,661人14,256人14,522人14,732人14,914人15,637人出生数

1.471.471.481.491.441.411.391.41
合計特殊
出生率

2018 年2017 年2016 年2015 年2014 年2013 年2012 年2011 年
　　　 年

項目            

918,397 人946,060 人976,978人1,005,677人1,003,539人1,029,816人1,037,231人1,050,806人出生数

1.441.431.421.411.391.371.321.29
合計特殊
出生率

板倉町の出生数と合計特殊出生率

群馬県の出生数と合計特殊出生率

全国の出生数と合計特殊出生率

資料：厚生労働省人口動態調査



(3)

基本構想

(4)

　人口減少と人口構造の変化による課題は、町の施策全般に大きく関わるものです。人口減少を前提

とした施策を展開していく必要があります。一方、町の活力を維持するといった視点からは人口減少

は好ましいことではありません。人口減少を抑制する対策が必要です。

　国全体の人口が減少する中、町の人口を維持することは困難な状況ですが、持続可能なまちづくり

をするためにこれまで以上に人口減少を抑制する施策を講じることとし、本町が目指す将来人口は、

令和９年（2027）に人口規模 13,300 人の確保を目指すこととします。これは、第１期板倉町人口ビジョ

ンにおける社人研推計人口と目標人口の中間の値を継承して算出した値で、第２期総合戦略をはじめ

とする人口減少を抑制する施策により、達成可能な目標として設定するものです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※将来人口推計に関する分析・資料は

                             人口ビジョン（Ｐ 41 ～）

人
口
減
少
社
会
と
目
標
人
口

昭和 30 年

（1955）

５，０００

１０，０００

１５，０００

２０，０００

18,189

16,954

16,290

15,855 16,024 16,002 15,94815,948

15,533

15,946
15,865

15,706

15,015

昭和 35 年

（1960）

昭和 40 年

（1965）

昭和 45 年

（1970）

昭和 50 年

（1975）

昭和 55 年

（1980）

昭和 60 年

（1985）

平成２年

（1990）

平成７年

（1995）

平成 12 年

（2000）

平成 17 年

（2005）

平成 22 年

（2010）

平成 27 年

（2015）

令和２年

（2020）

令和７年

（2025）

令和 12 年

（2030）

令和 17 年

（2035）

令和 22 年

（2040）

令和 27 年

（2045）

13,470

12,615

11,716

10,816

9,921

14,270

実績値 推計値

国勢調査 社人研推計 目標人口

資料：

平成 27 年（2015）までは国勢調査

令和２年（2020）以降は社人研人口推計値

令和９年（2027）

目標人口 13,300 人

    板倉町の人口推移と将来人口【昭和 30 年（1955）～令和 27 年（2045）】 図 １
19,429

14,377

13,719

13,006

12,260

11,492

10,630

単位：人
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基本構想

　本計画の策定にあたって、町民の皆様のご意見やご提示をいただくために、「まちづくり町民アン

ケート」を実施しました。調査結果の一部を示します。

調査の概要

回答者の属性

①性別                       ②年齢

③家族構成                   ④主たる職業

                     

町のことについて

①板倉町を暮らしやすいまちと感じていますか？  ②今後も板倉町に住み続けたいと思いますか？

町が行っている取組への重要度と満足度について

　町が行っている取組についての重要度と満足度に関する調査の結果を示します。町が行っている取

組の重要度について、『重要度が高い』（「重要」＋「やや重要」）と『重要度が低い』（「重要でない」

＋「あまり重要でない」）に分けてみると、全ての項目において『重要度が高い』方の割合が高くなっ

ています。『重要度が高い』と判断されているものは、「環境衛生の確保」が最も高くなっています。次

いで「高齢者・介護（予防）サービスの充実」、「防犯体制の強化」、「健康の増進」の順となっており、

それぞれ７割を超えています。

　満足度について、『満足度が高い』（「満足」＋「やや満足」）と『満足度が低い』（「不満」＋「やや

不満」）に分けてみると、『満足度が高い』と判断されているものは、「健康の増進」が最も高く、次い

で「環境衛生の確保」と「子育て支援の充実」で４割を超えており、また、『満足度が低い』と判断さ

れているものは、「公共交通の充実」、「道路網の整備」、「防犯体制の強化」の順となっています。

５  町民の意向

町
民
の
意
向

序論 はじめに

実施期間回収率回収数抽出方法調査対象者調査地域

令和元年

７ ～８ 月
89.3%3,849 人

行政区に加入する

全世帯
4,310 人町内全域

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

54.9 41.9

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

54.9 41.9

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

12.6 32.0

 男性  女性  無回答

 10 代  20 代3.2 0.1 0.7

4.1

 30 代  40 代

 50 代  60 代  70 代以上  無回答

19.0 28.6 2.9

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

54.9 41.9

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

15.9 32.8

 ２世代世帯

 その他  無回答

 夫婦世帯

33.2 8.4

 単身世帯

 ３世代世帯

5.3 4.4

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

54.9 41.9

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

24.9 22.6

 農業

 無職  無回答

 自営業

8.7

 会社員・公務員

 パート・アルバイト

13.6 4.4

 学生

16.7

 専業主婦・主夫

7.8 0.2

 その他

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

54.9 41.9

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

17.0 25.027.6

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

54.9 41.9

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

70.8 7.118.2 5.3 2.9

 住み続けたくない  無回答 住み続けたい

22.1

(5)

 やや暮らしやすい

 暮らしにくい  無回答 やや暮らしにくい

 暮らしやすい  どちらともいえない
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基本構想

公共施設の利活用について

 小学校統合後になる廃校後の利活用案について

自由意見の内容を分類し、集計しました。

①廃校になる小学校の利活用案（分野別件数）

町の好きなところやもっと PR できるところにつ

いて

 町の好きなところやもっと PRできるところに

ついて自由意見の内容を分類し、集計しました。

 

資源化センターの利活用案についての自由意見の

内容を分類し、集計しました。

②資源化センターの利活用案（分野別件数）

町がめざすまちづくりについて

 町がめざすまちづくりについての自由意見の内

容を分類し、集計しました。

町
民
の
意
向

満足度が低い満足度が高い重要度が低い重要度が高い町が行っている施策

13.9％39.9％3.2％76.2％災害への備え

24.8％24.1％1.4％77.7％防犯体制の強化

37.2％20.0％2.2％74.9％公共交通の充実

15.5％43.8％0.8％81.2％環境衛生の確保

9.2％41.4％2.6％74.8％子育て支援の充実

6.0％47.2％1.4％77.4％健康の増進

11.5％30.3％1.1％78.9％高齢者・介護（予防）サービスの充実

9.4％26.7％2.0％73.7％地域福祉の推進

13.9％15.5％4.9％58.4％農業の振興

19.4％15.1％3.7％60.6％商工業の振興

23.8％11.5％10.0％48.5％観光の振興

11.3％21.6％2.4％67.4％児童生徒の育成

10.7％14.5％8.5％45.5％芸術と文化の振興

14.0％19.2％10.6％48.2％スポーツの振興

12.8％19.3％5.6％54.1％生涯学習の推進

23.8％13.2％4.9％58.0％都市計画の推進

25.6％24.6％2.3％73.2％道路網の整備

21.0％14.1％6.1％56.3％住宅対策の推進

12.4％15.6％6.7％48.7％町民参加によるまちづくりの推進

12.1％23.0％6.0％54.6％情報の発信

19.3％14.6％2.8％63.8％財政運営の効率化

（％）

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

54.9 41.9

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

29.3

 観光施設

 子育て支援施設  公的機関等

 保健福祉施設 社会教育施設

 防災関連施設

11.1 10.1 8.8 7.0

 商業施設  利活用なし

6.9 5.4 3.8

 農業関連施設

3.2

その他

13.8

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

54.9 41.9

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

28.3

 利活用なし

 観光施設  防災関連施設

 公的機関等 社会教育施設

 農業関連施設

15.9 9.9 7.8

7.0

 商業施設  保健・福祉施設

6.9

6.0 2.8

 子育て関連施設

3.2

その他

13.8
5.3 4.2

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

54.9 41.9

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

27.9

 環境・施設等の改善・要望

 その他・特になし

 ＰＲについての提案 環境の良さ

 観光資源の利活用

19.9 17.8 7.6

 住民の人柄  食べ物の美味しさ

3.7 2.3 20.5

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

54.9 41.9

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

18.9

 安全・安心なまちづくり

 環境の良さ

 人が集まり活気づくまちづくり 環境や施設等の整備・改善

 高齢者支援

13.4 12.2

 子ども・子育て支援

 行政への意見

5.4 3.8

 産業の開拓・整備

8.6 6.2 5.4 5.1

 合併に関する意見

4.9 4.8 4.0

 住民の意識の変化

 その他・特になし

16.1

(6)
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基本構想

１  目指すまちの姿

目
指
す
ま
ち
の
姿

本論 基本理念

まちの将来像


ୠ
द
੍
इ
়
अ

৸
ऩ
ऽ
ठ 
ः
ञ
ऎ
ै

まちづくりを支える６つの方針

 １【生活環境】

 安全・安心で快適に暮らせるまち

 ２【健康福祉】

 生涯にわたっていきいきと生活できるまち

 ３【産業振興】

 活力ある産業で活気があふれるまち 

 ４【教育文化】

 充実した教育環境と歴史文化の薫るまち

 ５【都市基盤】

 住みよい都市の整備と良好な景観のまち

 ６【行財政】

 社会変化に対応する効率的な行政運営を

 するまち 

→

→
※ 1 SDGs：SDGs 持続可能な開発目標は、2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェン

ダ」にて記載された 2016 年から 2030 年までの国際目標。持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲットか

ら構成され、地球上の誰一人として取り残さない（leave no one behind）ことを誓うもの。SDGs は発展途上国のみならず、先

進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり、日本としても積極的に取り組んでいる。
(7)

持続可能なまちづくりへの取組
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基本構想

 まち・ひと・しごと創生

 人口ビジョン・総合戦略  

 ＳＤＧｓ※１の推進

目
指
す
ま
ち
の
姿

→

基本計画における２１の施策

　 －①災害への備え

  －②防犯体制の強化 

  －③公共交通の充実

  －④環境衛生の確保

  －①子育て支援の充実

  －②健康の増進

  －③高齢者・介護（予防）サービスの充実

  －④地域福祉の推進

  －①農業の振興

  －②商工業の振興

  －③観光の振興

  －①児童生徒の育成

  －②芸術と文化の振興

  －③スポーツの振興

  －④生涯学習の推進

  －①都市計画の推進

  －②道路網の整備

  －③住宅対策の推進

  －①町民参加によるまちづくりの促進

  －②情報の発信

  －③財政運営の効率化

実施計画（主要事業）

→

基本計画における２１の施策、人口ビジョン、

まち・ひと・しごと総合戦略、ＳＤＧｓの推

進を具現化するための具体的な事業を主要

事業として捉え、全て実施計画に位置づけま

す。実施計画は、財政状況や社会状況を勘案

し、見直しを行いながら毎年度策定するもの

で、町の予算編成の指針となるものです。見

直しの方法は、全ての事業を対象にＰＤＣＡ

サイクル※２の方式により繰り返し実施する

ことに加え、評価結果を公開しアンケート調

査を実施することで、町民の目線を加える形

で、業務を継続的に改善し、効率化を目指し

ます。

※２ ＰＤＣＡサイクル：Plan( 計画 )・Do（実行）・Check（評価）・Action（改善）を繰り返すことによって、業務管理を継続

的に改善していく手法　

lanP oD

ctionA heckC

1 2

34

１

(8)

２

３

４

５

６
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基本構想

2
●計画の構成

　板倉町総合計画は「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」の３つの構成です。

●計画の期間

　板倉町総合計画は以下のとおり計画期間を設定します。

　基本構想・・・基本構想の計画期間は、８年間（令和２年度～９年度）

　基本計画・・・基本計画の計画期間は、４年間（前期４年間、後期４年間）

　実施計画・・・実施計画の計画期間は、８年間とし、ローリング方式にて毎年見直しを行います。

　　　

 計画の構成と期間

計
画
の
構
成
と
期
間

本論 基本理念

実施計画は、基本計画に定められた施策

を効果的に実現するために実施する主要

事業を明らかにし、年度ごとに見直しを

行い、毎年度の予算編成の方針とします。

基本計画は、基本構想に掲げる目指すま

ちの姿の実現に向け、取り組むべき施策

を総合的に明らかにします。また、施策

ごとに成果指標を設定します。

基本構想は、行政運営の根幹となるもの

で、長期的な視点に立ち、まちづくりの基

本的な理念や方針などを示し、その実現

に向けた施策の大綱を示します。

Ｒ２ Ｒ５ Ｒ９

基本構想

基本計画

実施計画

基本構想
８年【Ｒ２→Ｒ９】

前期基本計画
４年【Ｒ２→Ｒ５】

後期基本計画
４年【Ｒ６→Ｒ９】

実施計画８年【毎年度改定】

(9)
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基本構想

３－１ 計画の目的

◆行政経営の方向性を庁内に示す

　自治体が担う事務が高度化、多様化する中、本

町が目指す将来像とその実現に向けた基本的な方

針を本町の最上位計画である『板倉町総合計画』

が示します。これにより、各分野の施策にベクト

ルを与え、事業の選択と集中を促し、戦略的で効

率的な行政経営を目指します。

◆本町が向かうべき方向性を庁内外に示す

　まちづくりの方向性を町民や国、県、近隣自治

体をはじめとする関係機関と共有するとともに、

計画年度内に実現すべき政策を明確に示す『マニ

フェスト』として庁内外に示します。

◆ＰＤＣＡサイクルの採用

　将来像の実現、事業の着実な実行に向けた推進

体制と取組に対する評価基準を示します。また、

ＰＤＣＡサイクルを確立させ、これを行政経営の

核とします。

３－２ 計画の役割

　「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」という枠

組みの中で、板倉町総合計画での役割について、

特に重要・基本と考える事項については次のとお

りです。

◆個別計画の体系化

　各課・局で策定している個別計画を有効に活用

するため、分野別に整理し、板倉町総合計画に位

置づけし、本計画と各種個別計画の体系化を行い

ます。

◆まちづくりポリシーの明確化

　板倉町総合計画では、俯瞰的・長期的視点から、

各分野のまちづくりポリシーを明確にすることと

します。これにより、個別計画に委ねるべき内容

は、個別計画に委ねます。

◆個別計画の枠組みを超えた重点施策の計画化

　板倉町総合計画の核となるのは、上記のまちづ

くりポリシーと、その実現のための重点施策であ

るので、優先的・重点的な取組事項を明らかにし

ます。

３－３ 計画の主要構成

◆基本構想の主要構成

　まちづくりの課題等を踏まえ、まちづくりポリ

シーを実現するための施策体系を設定します。そ

れぞれの施策における重点的・優先的取組を明確

化します。また、第１期人口ビジョンを検証し、

計画期間における将来人口を設定します。

◆基本計画の主要構成

　施策項目ごとの現状と課題を抽出し、それに対

する施策の方針と主な取組を明らかにします。ま

た、施策ごとに関連の深い個別計画を明記し、計

画体系を明らかにします。成果指標については、

町民のためのまちづくりという観点から、施策の

成果を定量的に表す町民満足度を数値目標として

設定します。

◆実施計画の主要構成

　基本計画に掲載した成果指標達成に寄与する事

業は実施計画に位置づけます。また、全ての事業

にＫＰＩを設定し、毎年度事務事業評価を実施し、

ＰＤＣＡサイクルを実現します。

３－４ 人口ビジョン・総合戦略

　平成 27年度から計画期間を５年として策定し

た人口ビジョン・総合戦略※１は、町が直面する人

口減少を改善するための具体的な戦略として位置

づけたものです。これをもって各種事業に取り組

んできましたが、国をはじめ、本町においても人

口減少に歯止めがかかっていない状況にあります。

　持続可能なまちづくりの実現のために、人口減

少対策は特に重要なものであることから、令和２

年度から令和６年度までを計画期間とした『第２

期人口ビジョン・総合戦略』を切れ目なく策定し、

本町が目指すべき人口の将来展望を実現するため

実施計画編に位置づけます。具体的な事業につい

ては実施計画に位置づけ、取組を実施します。

計
画
の
目
的
・
役
割
・
構
成

3  計画の目的・役割・構成

(10)

※１ 人口ビジョン・総合戦略：現在は、令和 2 年度から令和 6 年度までを計画期間とした「第 2 期人口ビジョン・総合戦略」

を策定している。 「第 2 期人口ビジョン・総合戦略」については、令和 6 年度で計画期間が終了するため、令和 7 年度以降に

ついては、新しい人口ビジョン・総合戦略を策定する予定である。新しく策定した人口ビジョン・総合戦略についても総合計

画の実施計画編に位置づけ、本町が目指すべき人口の将来展望を実現するために取組を実施する。
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基本構想

ま
ち
づ
く
り
を
支
え
る
６
つ
の
方
針

本論 まちづくりを支える６つの方針

・水害や地震をはじめとする災害への積極的な対応 

・令和元年台風第 19 号の経験を生かした課題への対応

・具体的な避難方法の計画化（個人的・集団的広域避難、垂直避難等）

・避難所の運営体制の問題点の整理と改善

・防犯、交通事故、火災など、地域対応力の向上

・防災リーダーの育成と積極的な活用をした地域防災力の向上

・消防団の充実

・空家・空地対策の強化

・東武鉄道との連携による鉄道の利用促進、板倉東洋大前駅の利便性向上に向けた要望活動

・路線バスの利便性向上など、公共交通の充実

・消費者保護対策の充実

・子育て、健康、介護、地域福祉の向上

・高齢者の買い物、交流、生きがいなど、高齢者が暮らしやすいまちづくり

・健康づくり事業の推進と指導者の育成

・地域医療の充実

・社会的弱者（ひとり暮らし高齢者、生活困窮者、障がい者等）にやさしいまちづくり

・ボランティア体制構築の検討

・板倉ニュータウンへの企業誘致を進めつつ、商業・業務用地への商業施設誘致

・新規産業用地の整備

・農地の基盤整備と農業者への支援

・商業、工業、農業の関係団体との連携した後継者問題への対応

・観光コースの設定など、平地観光の充実

・観光資源を有効に活用すべく観光マップ作成や観光ボランティアガイドへの支援

１  【生活環境】安全・安心で快適に暮らせるまち

２  【健康福祉】生涯にわたっていきいきと生活できるまち

３  【産業振興】活力ある産業で活気があふれるまち

板倉町総合計画の計画期間において優先的・重点的に推進する事項を示します

(11)



(11)

基本構想

ま
ち
づ
く
り
を
支
え
る
６
つ
の
方
針

・小中一貫教育を視野に入れた学校運営の研究

・小学校再編に伴う問題点や課題の解決

・いじめ、虐待、要保護、防犯、交通事故など児童生徒を取りまく安全対策の充実

・教育環境におけるＩＣＴ環境の進化

・特別支援教育体制の充実

・各種スポーツ競技会開催と伝統文化・芸能伝承

・国道３５４号板倉バイパス等の４車線化実現

・農村公園の整理・統廃合

・街路樹管理の効率化（ケヤキ街道等の意見集約）

・町の南北を結ぶ幹線道路の整備

・利根川及び渡良瀬川への新橋建設促進

・板倉ニュータウン住宅分譲地の更なる販売促進

・ふるさと回帰支援センター等と連携し、移住者の増加

・南小・北小・資源化センター等の利活用の検討

・健全財政を維持し、当面の課題への対応

・館林市・板倉町の合併協議に関する調査研究（館林市との合併協議は、合併協議が休止に至っ

 た理由に対し、新たな展望が見えない限り再開しません）

・人口減少・高齢化に対応するための協働の促進による町民参加のまちづくり

・新たな姉妹都市協定締結による、交流人口・関係人口の増加

・ふるさと回帰支援センター等との連携を通じ、都市と農村との自治体間交流事業の実現

・県等とのテレビ会議をはじめ、ＩＣＴを活用した事務の効率化

4  【教育文化】充実した教育環境と歴史文化の薫るまち

5  【都市基盤】住みよい都市の整備と良好な景観のまち

6  【行財政】社会変化に対応する効率的な行政運営をするまち

(12)





基 本 計 画 
基本計画は、基本構想に掲げる目

指すまちの姿の実現に向け、取り

組むべき施策を明らかにします。



基本計画 ＳＤＧ s の概要

　ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）には、平成 27

年（2015）９月の国連サミットにおいて全会一致

で採択され、誰一人取り残さない持続可能で多様

性と包摂性※１のある社会を実現するために、令和

12 年（2030）を年限とする 17の国際目標（その

下に、１６９のターゲットと２３２の指標が決められ

ている）が定められています。ＳＤＧｓの理念に

は、５つの特徴があります。

①普遍性

　先進国を含め全ての国が行動すること

②包摂性

　人間の安全保障の理念を反映し、誰一人取り残

さないということ

③参画型

　全てのステークホルダー※２が役割を持つという

こと

④統合性

　社会・経済・環境に統合的に取り組むということ

⑤透明性

　定期的にフォローアップすること

ＳＤＧ s に対する国及び県の取組

　平成 27 年（2015）にＳＤＧｓを採択した国連サ

ミットで総理大臣がＳＤＧｓの実施に最大限取り

組む旨を表明しました。また、『ＳＤＧｓアク

ションプラン 2019』に基づき、政府の取組を実施

しつつ、更に具体化・拡充し、日本のＳＤＧｓモ

デルを構築し、全国津々浦々までＳＤＧｓの認知

度をあげる目標を掲げています。また、ＳＤＧｓ

を具体的な行動に移す企業・地方を、政府の各種

ツールを活用して後押しすることとしています。

　県においても、『ぐんまＳＤＧｓイニシアチブ

～ＳＤＧｓ先進県に向けた決意宣言～』において、

人口減少・超高齢化など社会的課題の解決と持続

可能な地域づくりに向けて、市町村、企業、大学、

ＮＰＯ、県民等と一体となってＳＤＧｓを推進す

ることを発表しています。

ＳＤＧ s に対する町の取組

　国及び県がＳＤＧｓを推進する体制であること

と、ＳＤＧｓの理念は、本計画の基本理念の目指

すまちの姿と方向性が同じであることから、本町

においても本計画において、ＳＤＧｓを推進する

こととします。具体的には、本計画の策定にあ

たっては、ＳＤＧｓの理念を反映させるとともに、

ＳＤＧｓにおける１７のゴールを実施計画に位置

づけることとします。

※１ 包摂性：一定の範囲の中に包み込むこと。 ※２ ステークホルダー：主に企業の経営活動に関わる利害関係者のこと。具体

的には、消費者（顧客）、従業員、株主、取引先、地域社会、行政機関とされている。ここでは、ありとあらゆる主体を指す。 
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SDGs
の推進

Sustainable Development Goals



基本計画
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基本計画 21 の施策の見方

生活環境

１－②

安全・安心で
快適に暮らせるまち

　　　

　犯罪の低年齢化や特殊詐欺などの高齢者を

狙った犯罪、子どもを狙った犯罪、サイバー犯罪

など、犯罪の様態が複雑・多様化しています。

　特定空家※１が増えています。

◆防犯意識の高揚　

　関係機関と連携し、防犯教室や国や県の各種

キャンペーン時期に広報・啓発活動を強化し、

防犯対策について町民への周知を図ります。

防犯施設整備事業

板倉町空家等対策計画

現状と課題 主な取組

関連する個別計画

施策の方針

 ※１特定空家：放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態または、著しく衛生上有害となるおそれのある状

 態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態など放置することが不適切な状態にある空家のこ

 と。

　基本計画には、21の施策を位置づけています。

ここでは、21 の施策ごとに現状と課題を抽出し、

施策の方針と具体的な取組を示します。

　施策ごとに、どのような方針で取組を進めるの

かが、誰にとっても分かりやすいように、以下の

構成としています。

ＫＰＩ（重要業績評価指数）

まちづくり町民アンケートにおいてそれぞれの施

策に対し、満足している人の割合です。目標値は、

その結果を満足度と重要度について、４つの場合

に分類しそれぞれ２～８％の上昇としました。

関連する個別計画

この施策に関連して策定・

推進している個別の分野

別計画を示します。

主な取組

この施策に対応する本計画期間に取

り組む具体的な取組を示しています。

ただし、計画策定時点で想定してい

る予定であるため、予算措置が整わ

ないなど、取組が実施できない場合

や、名前が変更になる場合がありま

す。

現状と課題

前期基本計画計画期間

中（令和2年度～令和5

年度）に実施した施策

に関する取組やその効

果と状態、または、施策

を推進していく中で生

じた課題などを示して

います。

施策の方針

基本構想における６つ

の方針や上記の現状と

課題を踏まえ、この施

策について、本計画期

間内で取り組む施策の

方針を示します。

施策の方針

基本構想における６つ

の方針や上記の現状と

課題を踏まえ、この施

策について、本計画期

間内で取り組む施策の

方針を示します。

施策の方針

基本構想における６つ

の方針や上記の現状と

課題をふまえ、この施

策について、本計画期

間内で取り組む施策の

方針を示します。

用語説明

分かりにくい用語につ

いて説明しています。

防犯体制の強化

基本構想６つの方針と

基本計画 21 の施策の

番号を示します。

 

満足度高

満足度低満足度低

重
要
度
低

重
要
度
高

８％

６％

４％

２％

　
　

「
防
犯
体
制
の
強
化
」

　

は
重
要
度
が
高
く
、
満
足

　

度
が
低
い
結
果
だ
っ
た
の
で

　

８
％
の
上
昇
を
目
標
値
に

　
　

設
定
し
て
い
ま
す
。

重要度・満足度ともに高い

重要度は高いが、満足度は低い

満足度は高いが、重要度は低い

重要度・満足度ともに低い

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

4.1 16.4 20.5 8.7 14.7
０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

ＫＰＩの実績値

後期基本計画の見直しにあたって実施した町民アンケートの結果から、基本計画 21 の施策のＫＰ

Ｉに設定している町の取組への満足度を示しています。また、基本計画のＫＰＩとなっている満

足している人の割合は、「満足」と「やや満足」の合計値としております。なお、町としては「ど

ちらともいえない」を含めて肯定いただいているものと判断しています。

ＫＰＩ 防犯体制の強化について

  満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

３２．１％

２８．１％

２４．１％ 実績（Ｒ５）

２０．５％
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基本計画

生活環境

１－① 災害への備え

安全・安心で
快適に暮らせるまち

　　　

　水害や地震をはじめとする災害が全国各地で起き

ています。災害への備えについて町民の関心は高く、

いつ起きてもおかしくない災害に対し、災害への積

極的な対応により、町民が安全で安心して暮らせる

災害に強いまちづくりが求められています。また、

洪水時住民避難計画に基づく避難者の受入体制を確

立し、長期的な避難所運営の課題解決に向けた対応

が求められています。

　災害応急対策の円滑な実施を実現するため、警察

や消防などの防災関係機関や災害協定を締結してい

る近隣自治体、民間企業及び町民の協力を得て避難

訓練や、総合防災訓練を継続する必要があります。

また、各種訓練等を通じ、町民の防災意識の向上に努

め、さらに行政区を基盤とした自主防災組織や防災

リーダー※１の育成に努めることで、自主的な防災体

制の強化を進める必要があります。

　災害時に支援が必要となる高齢者や障がい者など

について、有事の際の支援体制を確立し、安全確保を

図る必要があります。

　非常用食料や衛生用品などの防災備蓄物資の備蓄

を計画的に進めるとともに、物資供給に関する民間

企業との協定締結を強化する必要があります。

◆広域避難及び避難計画に基づく避難行動の推進

　自主的な広域避難※ 2 を最も推奨していくとともに、

災害時に避難計画に基づいた避難行動が確実にとれ

るよう、防災講習会や避難訓練等をとおして周知徹

底を進めます。また、避難者の受入体制の確立及び

避難所運営のルールづくりを進めます。

◆自主的な防災体制の強化

　行政主体の防災から、住民主体の防災へと転換を

向かえ、住民は自らの身は自らで守り（自助）、地域

住民同士で助け合い（共助）、町はこれを全力で支援

する（公助）の考え方に基づき、家庭での備蓄促進な

ど町民各自の取組と、自主的な訓練の実践など自主

防災組織の強化を図ります。また、自分たちの住む

地域の地域防災力の向上のために防災リーダーの育

成に努めます。

◆防災情報の伝達　

　防災情報伝達手段として、防災ラジオ、ホーム

ページなどの複合的な活用を図ります。また、新たな

防災情報の伝達方法の可能性について、調査研究しま

す。

◆消防団の充実　

　地域の消防・防災に重要な役割を担う消防団活動へ

の理解を促し、団員の確保と実情に応じた消防資機

材の導入と更新を図り、消防団について新たな体制

整備の検討を進めます。

◆広域の連携　

　国、県などを含む防災関係機関との緊密な連携を

図るとともに、自治体間における相互の災害協定締

結を推進します。また、非常用食料や衛生用品など

の防災物資の供給に関し、民間企業との協定締結を

推進します。

◆排水機場の維持管理

　邑楽東部第一排水機場は、有事の際の町内の内水

氾濫を防ぐため、継続的な保守点検を実施し、万全な

体制を整えます。

防災対策事業、広域防災情報伝達システム事業、防災

士育成事業、邑楽東部第一排水機場維持管理事業

地域防災計画、洪水時住民避難計画、国土強靱化地域計画

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

※ 1 防災リーダー：「自助」「共助」「協働」を原則として、社会の様々な場で、防災力を高める活動が期待され、そのため

の十分な意識と一定の知識・技能を習得した人。※ 2 自主的な広域避難：町の指定避難場所は、受入れ可能な人数に限りがあ

るため、災害発生の危険性が高まる前の早い段階で、安全が確保できる町外の親類、知人宅やホテル等の避難先へ避難するこ

と。 

主な取組

ＫＰＩ 災害への備えについて満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

４５．９％

４２．９％

３９．９％ 実績（Ｒ５）

３７．１％

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

28.68.5 29.4 12.9 4.6 16.0

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない
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基本計画

生活環境

１－② 防犯体制の強化

安全・安心で
快適に暮らせるまち

　　　

　わが国における犯罪発生件数（刑法犯認知件数）は

平成 15 年以降一貫して減少してきたところ、令和 4

年は前年を上回る件数となり、今後の動向に注視す

べき状況にあります。近年の社会状況の変化を背景

として、犯罪の低年齢化や特殊詐欺などの高齢者を

狙った犯罪、子どもを狙った犯罪、サイバー犯罪など、

犯罪の様態が複雑・多様化しています。このような状

況の中、引き続き更なる防犯意識の高揚に努めるこ

とが必要です。

　警察や防犯関係団体などとの連携により、犯罪の

ない安全・安心なまちづくりを進めていくことが必要

です。そのためには、防犯灯や防犯カメラの計画的

な設置などハード面での環境づくりと、地域におけ

る自主防犯活動の維持継続などソフト面での環境づ

くりを複合的に実施する必要があります。

　なお、犯罪被害に遭われたかたについて、警察や関

係団体と連携し、地域社会全体での支援に努めます。

　また、少子高齢化などの影響により、町内にも空家

が増加傾向にあります。空家は、老朽化による倒壊

の危険や、敷地における雑草の繁茂などにより、周辺

に住む人の生活環境に悪影響を及ぼすだけでなく、

犯罪の温床にもなりえます。今後、空家は増加傾向

が続くことが見込まれるため、更なる空家対策の推

進が必要となります。

◆防犯意識の高揚　

　関係機関と連携し、防犯教室や国や県の各種キャ

ンペーン時期に広報・啓発活動を強化し、防犯対策

について町民への周知を図ります。また、自主防犯

活動を促進し、町民一人ひとりの防犯意識の高揚を

図ります。また、町民や行政、福祉・介護関係者の

研修などを通じて防犯意識の向上に努めます。

◆防犯施設の充実　

　防犯施設の整備充実の一環として、夜間における

町民の安全を守るため、省エネルギーＬＥＤ式防犯

灯設置を進めてきました。また、犯罪抑止を目的に

防犯カメラの新設も進めてきました。施設の計画的

な更新、維持管理に努め、必要に応じ新設を行いま

す。

◆防犯パトロールの強化　

　関係団体等と連携して、防犯パトロールの強化や、

地域ぐるみでの安全対策を推進します。また、町内

の不審者情報や、犯罪などの前兆事案について迅速

な情報提供に努めます。

◆空家・空地対策の強化　

　広報紙やホームページによる啓発活動を行い、危

険性のある空家・空地の発生抑止について指導を強

化します。また、定期的に空家調査を実施し空家の

現状を把握するとともに、倒壊のおそれや衛生上問

題のある空家を、特定空家※１として認定し、所有

者などに対し適正管理を促します。

◆消費者保護対策の充実

　悪徳商法や詐欺被害などの未然防止を図るため、

情報の提供に努めます。消費者相談や法律相談を実

施し、消費に対する相談・支援体制の充実を図りま

す。また、対策機器購入費の補助を継続して実施し

ていきます。

防犯施設整備事業、空家等対策事業、特殊詐欺対策電話

機等購入費補助事業、犯罪被害者等支援事業

空家等対策計画

現状と課題

関連する個別計画施策の方針

ＫＰＩ 防犯体制の強化について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

３２．１％

２８．１％

２４．１％ 実績（Ｒ５）

２０．５％

※１ 特定空家：放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態または、著しく衛生上有害となるおそれのある状

態で、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっているなど放置することが不適切な状態にある空家のこと。

主な取組

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

4.1 16.4 35.6 20.5 8.7 14.7
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基本計画

生活環境

１－③ 公共交通の充実

安全・安心で
快適に暮らせるまち

　　　

　公共交通は、町民生活全般にかかる重要な都市

機能です。現在、本町においては自家用車がメイ

ンの移動手段となっており、これに加え路線バス、

鉄道、タクシーなどの交通機関が町民の移動手段

として重要な役割を果たしています。

　少子化により、公共交通全体の利用者数は、減

少傾向にあります。一方で、高齢者や障がい者な

どの交通弱者の移動手段の確保や、運転免許証自

主返納者に対する支援など、公共交通に求められ

るニーズは増加しています。

　町民の様々なニーズに対応するためには、鉄道

会社、路線バス会社、タクシー会社などと連携し、

総合的で持続可能な公共交通施策が求められてい

ます。

　交通事故減少には、交通安全意識の啓発のほか、

交通安全施設の更なる充実が必要です。また、高

齢化の進行により、高齢者に対する施策の充実が

求められています。

◆路線バスの運行　

　近隣市町と共同で民間企業に業務を委託し、板

倉東洋大前駅と館林駅を結ぶ路線バスの運行につ

いては、利便性の向上を図りつつ、継続して実施

していきます。

◆コミュニティバスの運行

　町で運行するコミュニティバスについては、き

め細やかな運行が可能という長所を活かし、利便

性の向上を図りつつ、継続して実施していきます。

◆板倉東洋大前駅の利用促進　

　東武鉄道に対して、板倉東洋大前駅での通勤や

通学の利便性向上のため、最終列車の時刻の繰り

下げ及び日比谷線直通列車の運転区間の延長につ

いて要望活動を行っていくとともに、町の活性化

のため、鉄道の利用を促進します。

◆町営駐車場管理運営

　板倉東洋大前駅利用者の利便性と駅周辺の円滑

な交通を図るため、町営駐車場を継続して管理運

営します。

◆交通安全対策

　幼児・高齢者などを対象に、参加・体験型教育

を実施するなど、学校、職場、地域など様々な場

での交通安全教育と広報の推進を図ります。カー

ブミラーや、注意看板など安全施設の整備を促進

します。また、高齢者による運転誤作動防止対策

に関する調査・研究を進めます。

路線バス運行事業、町営駐車場運営事業、交通安

全施設及び環境整備事業、鉄道利用者の利便性向

上事業、無料コミュニティバス運行事業

館林都市圏地域公共交通計画

現状と課題

主な取組

関連する個別計画

施策の方針

ＫＰＩ 公共交通の充実について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

２８．０％

２４．０％

２０．０％ 実績（Ｒ５）

２２．４％

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

3.4 19.0 31.5 21.7 14.3 10.1
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基本計画

生活環境

１－④ 環境衛生の確保

安全・安心で
快適に暮らせるまち

　　　

　平成 29 年度より、１市２町（館林市、板倉町、

明和町）によるごみの共同処理が、千代田町を含

めたし尿共同処理を行っている館林衛生施設組合

（館林市、板倉町、明和町、千代田町）に業務移

管され、ごみ及びし尿の広域共同処理の取組が始

まりました。

　生活スタイルの変化でペットボトルや容器包装

プラスチック類の使用量が年々増加しており、ご

みの量が増加傾向となっています。さらに、プラ

スチックによる海洋汚染や、ごみのポイ捨てによ

る身近な生活環境の悪化など一人ひとりのマナー

や環境意識の醸成が必要となっています。

　さらに、近年では地球温暖化の影響によると思

われる強大な台風や長雨による河川の氾濫など水

害が多発しており、発生する災害ごみの処理やラ

イフラインである上下水道施設の再整備による生

活基盤の強化が課題となっています。

　また、特定外来生物による自然環境への影響が

広がっており、早期の駆除対応などの取組が重要

となっています。

　

◆ごみ処理

　し尿とごみ処理広域化により、初期費用（建設

費）と運営費（施設維持費、し尿・ごみ処理費）

の削減を進め、生活環境の保全と公衆衛生の向上、

環境負担の低減など、循環型を基調とする社会経

済の構築に向け、ごみの減量化、資源化を推進し

ます。そのため、適正な排出に向けて資源物の分

別や、家庭でできる水切り、食品の適量購入など

を推進し、ごみ全体の排出抑制を視野に入れた取

組を進めます。

　また、近年多発する自然災害により発生する災

害ごみの適正処理計画を作成し、迅速な処理対応

を図ります。

◆合併処理浄化槽の普及促進と適正管理　

　衛生的な生活環境を目指して、合併処理浄化槽

の普及及び促進を図ります。浄化槽整備事業費補

助金制度を継続して、浄化槽の設置及び転換撤去

費用の一部を助成します。

◆水質浄化センターの維持管理

　平成 10年に稼働開始した水質浄化センターや

マンホールなどの設備が老朽化しており、更新費

用等の増加が懸念されることから、下水道経営戦

略や長寿命化計画により計画的な改修を進めます。

◆特定外来生物対策

　邑楽館林地域クビアカツヤカミキリ対策協議会

と連携し対策を講じます。また、その他オオキン

ケイギクをはじめとする特定外来生物等の防除や

情報提供・注意喚起などの対策を行います。

◆水道施設の再構築と災害に強い基盤整備の強化

　平成 28 年度から群馬東部水道企業団（３市５

町※１）が設立され、水道事業の運営基盤を強化し

ました。本町は、水道企業団が整備計画に基づき、

効率的な運用体制のために実施する施設の統廃合

と、災害に強い基盤整備について協力します。

ごみステーションの管理と集団回収事業、水質浄

化センター管理運営、外来生物対策事業、災害廃

棄物処理計画策定、太陽光発電補助、狂犬病対策

公共下水道全体計画

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

※１ ３市５町：太田市、館林市、みどり市、板倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町の３市５町

主な取組

ＫＰＩ 環境衛生の確保について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

４９．８％

４６．８％

４３．８％ 実績（Ｒ５）

５１．２％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

13.2 38.0 25.9 9.5 3.210.2
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基本計画

健康福祉

２－① 子育て支援の充実

生涯にわたって
いきいきと生活できるまち

　　　

　全国的な少子化の傾向は、本町においても例外

ではなく、安心して妊娠、出産、子育てができる

まちづくりを進めることで、若者の町外への流出

や少子化の進行を抑えることが期待されています。

　核家族化と共働き世帯の増加、ひとり親家庭の

増加などにより、保育ニーズが高まっているとと

もに、地域の繋がりの希薄化を背景とした、子育

てに不安を感じる保護者への支援、虐待の未然防

止やその対応などが必要とされています。

　保育サービスをはじめ、乳幼児医療の助成、各

種子どものための手当の支給、母子保健事業など、

多様な子育て支援に取り組んでいます。

　昭和45年に建設された２つの町立保育園は、建

設から50年以上経過しており、施設の老朽化が進

んでいます。

　

◆子育て支援サービスの充実　

　保護者の多様化する子育てニーズに対応できる

よう、町立保育園、児童館の充実を図るとともに、

民間認定こども園、学童クラブなどへの支援を実

施し、保護者が安心して、仕事と子育ての両立が

できる環境づくりに取り組みます。

◆支援ネットワークの促進

　妊娠期から子育て期にわたるまでのワンストッ

プ相談窓口を保健センターに設置します。ここで

は、母子保健や子育て支援、教育・療育などの情

報提供や保育園（保育所）、児童館（子育て支援セ

ンター）などとの連絡調整を行い、子どものライ

フステージに応じ、その時期に求めている支援や

必要なサービスを円滑に利用できるよう支援しま

す。また、近隣市町や医療機関との連携により、

産後ケア事業の利用促進に向けた支援に取り組み

ます。

◆保育環境の充実

　（仮称）保育園運営検討委員会を設置し、町内に

ある保育施設全体の将来計画を検討し、老朽化し

た２つの町立保育園施設については更新を含めた

保育施設の充実を図るための検討を進めます。

不妊症及び不育症治療費助成事業、産後ケア事業、

福祉医療費支給事業、子育て支援金支給事業、小・

中学校給食事業（給食費無料化）、０歳児紙おむつ

購入費補助事業、町立保育園運営事業、病児・病

後児保育事業、民間保育所等補助事業、学童保育

運営委託事業、子どもための教育・保育給付事業、

子育てのための施設等利用給付事業、児童館運営

事業、母子・父子家庭児童入進学等支度金支給事

業、チャイルドシート購入費補助事業、出産・子

育て応援事業

子ども・子育て支援事業計画

健康増進計画

食育推進計画

子育て支援施設長寿命化計画

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

 

主な取組

ＫＰＩ 子育て支援の充実について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

４７．４％

４４．４％

４１．４％ 実績（Ｒ５）

４０．３％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

11.9 28.4 36.1 6.6 3.7 13.3
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基本計画

健康福祉

２－② 健康の増進

生涯にわたって
いきいきと生活できるまち

　　　

　本町では、平成 27年の「健康づくりのまち」宣

言のとおり、心身ともに健康で生涯健やかに暮ら

すことができるまちづくりを目指し、健康づくり

の知識の普及や、各種健診、予防接種の助成等、

健康づくりを推進してきました。

　本町の特定健診の受診率は、県内において平均

以上の水準にありますが、特定健診を受診したこ

とがない人など、健康無関心層への対策が必要で

す。

　国民皆保険制度の中核である国民健康保険につ

いては、今後加入者が減少します。一方、高齢化

の進行により、後期高齢者医療への加入者及び医

療費の増加が見込まれます。

　町内には医科・歯科診療所がありますが、入院

などは、町外の医療機関に依存しています。医師

の確保が難しい状況が続いており、医療環境が厳

しさを増す中、地域医療を支える医療体制を将来

にわたり確保する必要があります。また、新型コ

ロナウイルス感染症等の新たな感染症に対応する

ための体制づくりが求められます。

◆健康づくりの推進　

　各種健診事業においては、未受診者への勧奨を

行うとともに、生活習慣病予防教室やハイリスク

者※ 1への保健指導、重症化予防事業を行います。

　また、地域社会において健康づくりの意識が高

まるようリーダーを育成し、健康活動が地域に根

付くことを目指します。

　高齢者については、心身の特性に応じたきめ細

やかな保健事業と介護予防事業を一体的に実施し

ます。

◆母子保健対策

　妊産婦健診の公費負担を継続し、乳幼児健診及

び育児教室を通し、子どもが家庭で健康的な生活

習慣の基礎を身につけられるよう支援します。

◆食育の推進

　生涯における健康の基礎づくりとなる食生活習

慣を確立するため、幅広い層を対象とした食育に

ついて積極的に取り組みます。

◆感染症対策

　新たな感染症が発生した際は、国・県・医師会

と連携し、感染予防に対する普及啓発及び検査・

予防接種の実施等の感染症まん延予防対策に取り

組みます。

◆健康保険の安定運営　

　被保険者の健康増進と医療費の抑制のため、予

防を重点とした保健事業を実施します。また、医

療機関の適正受診について啓発します。

◆地域医療体制の充実　

　近隣市町、医師（歯科医師）会と連携し、休日・

夜間救急診療体制を維持します。さらに、県へ医

師不足解消に向けた要望を続けていきます。

健康増進事業、がん対策強化推進事業、後期高齢

者健康増進事業、感染症対策事業、法定予防接種

事業、任意予防接種町単独助成事業、女性と子ど

もの健康づくり事業、後期高齢者保健事業

健康増進計画、食育推進計画、国民健康保険デー

タヘルス計画、新型インフルエンザ対策行動計画

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

※１ ハイリスク者：ここでは、糖尿病、高血圧、高脂血症などの生活習慣病にかかりやすいとされている人のこと。

主な取組

ＫＰＩ 健康の増進について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

５３．２％

５０．２％

４７．２％ 実績（Ｒ５）

５４．３％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

16.2 38.1 29.3 4.01.810.6
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基本計画

健康福祉

２－③ 高齢者・介護（予防）サービスの充実

生涯にわたって
いきいきと生活できるまち

　　　

　本町における高齢化率※１は、令和 5年度の時点

で 35％を超え、国や県を上回る水準で推移してい

ます。今後も人口に占める高齢者の割合は増加す

る傾向であるため、介護給付費の増加及びそれに

伴う第 1 号被保険者※２の介護保険料が上昇する懸

念があります。

　高齢化率の上昇に伴い独居高齢者及び高齢者の

み世帯の増加が見込まれることから、介護サービ

スの拡充だけでなく地域で見守る体制を強化する

ことが求められます。

　高齢者人口が増加するとともに、いわゆる元気

高齢者※３も増えることから、元気高齢者を貴重な

地域社会の担い手として積極的に位置づけ、「支

えられる高齢者」から「支える高齢者」といった

大きな方向転換の実現が課題となっています。一

方で、認知症高齢者も増加傾向にあることから地

域ぐるみによるサポートが必要です。

　介護サービスを受けている高齢者の支援の充実

に加え、在宅で高齢者を介護している家族の負担

軽減、サポート体制の整備が重要です。

　

◆介護給付の適正化　

　介護保険事業が適正に実施されるために、要介

護認定の適正化、ケアプラン※４点検、医療情報と

の突合･縦覧点検を強化します。

◆介護ニーズへの柔軟な対応

　要介護者やその家族等のニーズや実態を踏まえ

た利用者本位のサービスを確保する必要があるこ

とから、サービス基盤の整備や介護保険料の設定

など、計画的な事業運営のため、３年ごとに介護

保険事業計画の見直しを行います。また、地域包

括支援センターを中心として専門職による多職種

連携により、介護問題の早期対応を図ります。

◆要支援高齢者に対する地域での生活支援充実

　独居高齢者など生活上の支援が必要なかたにつ

いては、介護・福祉サービスだけでなく地域住民

や民間企業と連携して、地域ぐるみでの見守り支

援等により生活支援体制の充実を図ります。

◆元気高齢者が支える地域づくり

　高齢者が高齢者を支える地域づくりを実現する

ため、介護予防事業等を通じた生きがいづくりや

介護予防ボランティア養成及び活用を目指します。

また、地域の高齢者が集うコミュニティサロンや

通いの場等を拡充し、地域住民同士が交流できる

場所と機会を増やします。　

◆認知症高齢者対策

　認知症に関する理解の普及と啓発のための広報

活動を実施し、オレンジカフェ※５の拡充を目指し

ます。また、地域包括支援センターを中心に、認

知症患者やその家族への相談対応を行い、早期受

診及びサービス介入を促します。

福祉タクシー利用補助事業、介護用車両購入費補

助、緊急通報装置設置、在宅要介護高齢者等紙お

むつ給付、介護慰労金支給事業、介護予防普及啓

発事業、地域介護予防活動支援事業、総合相談事

業、認知症総合支援事業

高齢者福祉計画

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

※１ 高齢化率：65 歳以上の人口が総人口に占める割合 ※２ 第 1 号被保険者：65 歳以上の介護保険加入者 ※ ３元気高齢

者：自立していて介護の必要がない高齢者 ※ 4 ケアプラン：介護サービスの種類や利用頻度を定めた利用計画書 ※ 5 オレ

ンジカフェ：認知症のかたやその家族、地域住民、専門職が集う交流の場

主な取組

ＫＰＩ 高齢者・介護 ( 予防 ) サービスの充実
  について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

３６．３％

３３．３％

３０．３％ 実績（Ｒ５）

３２．３％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

8.2 24.1 46.0 7.23.2 11.3
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基本計画

健康福祉

２－④ 地域福祉の推進

生涯にわたって
いきいきと生活できるまち

　　　

　地域に暮らす誰もが、年齢、性別、障がい※１の

有無によらず、公的な制度によるサービスだけで

なく、相互に助け合い、心豊かに安心して暮らす

ための仕組みづくりが求められています。そう

いった仕組みを持続させるためには、自助・互

助・共助・公助の連携による支え合いが必要です。

　障がいのあるかたへの支援はそれぞれの障がい

の特性などに応じたきめ細かな対応と支援が求め

られています。また、障がいのあるかたの親（家

族）の高齢化により介護・療育が困難になること

や、さらに親自身に介護が必要になるなど、親亡

き後の支援を求める声が大きくなっています。

　失業、疾病、障がいなど様々な理由により、生

活保護に関する相談件数は増加傾向にあります。

また、近年の傾向として、生活保護受給世帯にお

ける高齢者世帯の占める割合が増加傾向です。

　本町における自殺者の数は国や県と比べて多く

はないものの、自殺者がゼロではないため、「誰も

自殺に追い込まれることがない社会の実現」を目

指して地域ぐるみでの取組が必要です。

◆地域生活支援の充実

　障がいのあるかた、一人ひとりのニーズに合わ

せた適切な支援ができるよう、民生委員児童委員

との連携を図り、情報収集や相談支援体制を強化

するなど、支援体制の整備を推進します。また、

地域活動支援センターをはじめとする生きがいづ

くりや生活訓練の場の充実を図ります。親亡き後

については、個々に適した生活が送れるような地

域社会づくりを目指します。

◆ボランティア体制構築の検討　

　地域での支え合いを促進するため、町民がボラ

ンティアに取り組みやすい、新たなボランティア

の仕組みづくりを目指します。

◆生活困窮者への対策

　生活困窮者対策としては、生活困窮者自立支援

制度の各種事業を利用するほか、館林保健福祉事

務所と連携して生活保護制度の適正な運用に努め

るとともに、関係機関と連携を図りながら、一人

ひとりの状況に応じた自立に向けた支援を継続的

に実施します。

◆自殺対策

　こころの健康相談の実施やゲートキーパー※２の

養成をはじめ、自殺予防のための普及啓発、児童

生徒へのＳＯＳ発信方法の教育をします。また、

地域ぐるみでの対策ネットワークを構築するため

板倉町いのち支えるネットワーク協議会を開催し、

自殺対策を推進します。

民生委員児童委員活動推進、民間社会福祉活動事

業、自殺対策強化事業、老人福祉センター管理運

営、障害者デイサービスセンター管理運営、腎臓

機能障害者等通院交通費補助、特定医療費受給者

等見舞金支給事業、更生医療費給付、地域生活支

援、障害介護給付事業、障害児給付事業、地域生

活支援拠点等事業

地域福祉計画・地域福祉活動計画

成年後見制度利用促進基本計画

障害福祉計画・障害児福祉計画

自殺対策行動計画、保健・福祉施設長寿命化計画

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

※１ 障がい：「障害」は可能な限り「障がい」と表記する。ただし、法令、法令上の規定、固有名詞等は「障害」と表記する。

ここでは、身体障がい・知的障がい・精神障がい・自閉症や発達障がいなど広い意味での障がいを指す ※２ ゲートキー

パー：自殺の危険を抱えた人々に気づき、悩みを傾聴し、適切な機関や専門家につなぎ、寄り添い見守る役割をもつ人のこと、

資格は不要

主な取組

ＫＰＩ 地域福祉の推進について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

３２．７％

２９．７％

２６．７％ 実績（Ｒ５）

２９．５％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

7.4 22.1 50.5 5.6 2.6 11.7
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基本計画

産業振興

３－① 農業の振興

活力ある産業で
活気のあふれるまち

　　　

　本町は恵まれた自然条件と立地条件を生かし、群馬

県でも有数な穀倉地帯として稲作、きゅうりを主とし

た施設野菜を中心に農業が発展しました。しかし、稲

作が中心となる土地利用型農業は、農業従事者の高齢

化や後継者の不足など、農業を担う者の確保の面で深

刻な状況にあります。一方、施設園芸は、資材の高騰、

産地間競争、農産物の価格低迷といった課題がありま

す。

　農業生産を持続可能なものとしていくためには、農

業を魅力的で収益の上がる産業として成長させる必要

がありますが、農業従事者の不足による一人あたりの

労働負担の増加に加え、いまだ農業者の経験や勘、人力

に頼る作業が多いことから、今後はスマート農業※１な

どの先端技術を導入して農作業の省力化や技術の継承

を図るなど、新たな農業技術の活用が求められていま

す。

　また、農地の基盤整備に加え、遊休農地の発生防止や

解消、適切な土地利用に努めるほか、農地中間管理事業

を活用した地域の担い手への農地の集積・集約化に取り

組む必要があります。

◆担い手の確保及び支援　

　新規就農者や女性農業者が安心して農業に参入でき

るよう支援するほか、農業者の経営安定を図るため、

JA 邑楽館林と連携して積極的な情報提供を行います。

きゅうりを主とした施設野菜栽培の産地基盤の強化に

継続的に取り組み、農業用機械の導入や施設整備にあ

たっては、国や県などの補助事業や融資制度を活用し、

農業者個々の農業経営を支援します。

　持続的な農業を実現するため、地域農業の設計図と

なる「地域計画」を作成し、地域農業の担い手を確保

するとともに、農業経営の法人化や企業の農業参入の

推進を図ります。

◆農業基盤の整備

　大規模土地改良事業や簡易ほ場整備事業※２による面

的な農地整備を推進するほか、土水路からコンクリー

ト三面水路への再整備を行い、計画的に長寿命化を図る

など、農作業の効率化につながる農業基盤整備を実施し

ます。

　また、農地の多面的機能の維持・発揮につながる共同活

動を行う組織に対し、多面的機能支払交付金を活用した

支援を行い、組織が未整備の地域には立ち上がるまでの

支援を実施していきます。

◆農地中間管理事業の推進　

　生産性を高め、競争力を強化するためには担い手への

農地の集積・集約化による生産コストの削減が必要であ

ることから、農地中間管理事業の活用により、効率的な

農地利用を推進します。

◆板倉産農産物のＰＲ及びスマート農業の研究

　板倉産農産物の知名度向上を図るため、関係機関や団

体と連携した効果的なＰＲを展開するとともに、６次産

業化等に取り組む農業者を支援します。また、農業の省

力化や農産物の高品質化、生産技術の継承につながるス

マート農業の実現について研究します。

◆有害鳥獣駆除対策

　アライグマ等の被害が年々増加していることから、町

民への箱わなの貸出しを行い、農作物被害の防止に取り

組みます。

県営五箇谷地区ほ場整備事業、町単独土地改良事業、担い手

育成・就農支援事業、家族経営協定普及推進事業、有害鳥獣

駆除事業、多面的機能支払交付金事業

農地等の利用の最適化の推進に関する指針

農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想

現状と課題

主な取組

関連する個別計画

ＫＰＩ 農業の振興について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

１９．５％

１７．５％

１５．５％ 実績（Ｒ５）

１６．９％

施策の方針

※１ スマート農業：ロボット技術や情報通信技術 (ICT) を活用して、省力化・精密化や高品質生産の実現を目指す新たな農業。

活用の一例として、担い手の高齢化による労働力不足問題について、スマート農業を活用することにより、農作業における省

力・軽労化を進められることから、新規就農者の確保や栽培技術力の継承等が期待されている。※２ 簡易ほ場整備事業：畦畔

の除去など簡易な方法での土地改良  

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

4.1 12.9 55.3 9.1 5.7 13.0
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基本計画

産業振興

３－② 商工業の振興

活力ある産業で
活気のあふれるまち

　　　

　企業の進出は、雇用の拡大や税収の増加、企業

間取引による地元企業への経済波及効果など、地

域に活力を与えるだけでなく、若者の移住・定住

を促して人口減少を抑制するなど、持続可能なま

ちづくりの根幹を成すものです。そのため、本町

では企業立地優遇制度などを設け、企業が進出し

やすい取り組みを積極的に進めています。

　板倉ニュータウン産業用地については、令和 3

年5月の分譲契約をもって全24区画、総分譲面積

約 46.6 ヘクタールの全てが分譲済みとなりまし

た。用地を求める各企業からの問合せもあること

から、新規産業用地の整備が必要となっています。

　板倉東洋大前駅西口には、令和5年10月時点に

おいて、約 5.8 ヘクタールの商業・業務用地が空

き区画として存在しています。また、駅東口・西

口の近隣商業用地においても継続的に募集を行っ

ていますが、空き区画が目立つ状況となっていま

す。板倉ニュータウンの宅地分譲を促進させるた

めにも、商業施設等誘致の早期実現が必要となっ

ています。

　地元企業については、商工業に共通している経

済情勢の変化、事業主の高齢化による後継者問題

が課題です。民間活力を高め、雇用を生み出し、

産業の新陳代謝を高めるために、地元企業の後継

者や創業者を支援する取り組みが必要です。

◆企業誘致の促進　

　企業が進出しやすいように、立地促進、雇用促

進、緑化推進、地球温暖化対策に係る奨励金交付

など、優遇制度の維持と立地にあたってのきめ細

かな支援をします。

◆新規産業用地の整備　

　板倉ニュータウン産業用地が完売している状況

の中、用地を求める各企業からの問合せもあるこ

とから、用地の選定や整備計画の策定など、新た

な産業用地の整備に向けた検討・準備を進めます。

◆商業・業務用地への企業誘致

　賑わいのあるまちづくりを推進するため、複合

商業施設や飲食店の他、様々な業態の施設を視野

に入れた誘致の実現に向け、県企業局とともに多

方面へのＰＲ活動を展開します。また、近隣商業

用地への出店を促進するため、各種支援策の検討

を進めます。

◆地元企業の活性化

　町内の商工業者が加入する板倉町商工会への支

援を通じ、金融・労務税務・財務支援のほか、高

齢化する事業者への事業承継や、町内事業者の販

路開拓、新商品開発支援などを通じて町内事業所

の発展を図ります。イベントの開催や地域特産品

開発などとともに、町内外のかたへのＰＲを行い、

商工業の活性化を図ります。

企業立地促進事業、板倉ニュータウン商業・業務

用地利用促進事業、産業施設及び商業施設誘致促

進奨励事業、商工業振興事業

創業支援等事業計画、経営発達支援計画

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

主な取組

ＫＰＩ 商工業の振興について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

１９．１％

１７．１％

１５．１％ 実績（Ｒ５）

１４．６％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

2.5 12.1 47.9 14.5 10.7 12.4



(27)

基本計画

産業振興

３－③ 観光の振興

活力ある産業で
活気のあふれるまち

　　　

　季節の移ろいをはじめとする自然の美しさ、歴

史と伝統に彩られた文化、海外からも評価の高い

繊細な食など、わが国には多彩な観光資源があり

ます。国は、重要な成長分野として観光を位置づ

け、観光立国を掲げて全国的に観光客の誘致に力

を入れています。

　本町は、利根川・渡良瀬川を象徴とする水場景

観が国の重要文化的景観に選定されるなど、歴史

と文化に裏打ちされた多くの観光資源を有してい

ます。こういった観光資源の魅力を最大限に引き

出し、有効に活用していく必要があります。

　また、渡良瀬遊水地や三県境など、近隣の自治

体と共有する観光資源もあることから、広域で連

携した観光ネットワークの強化が必要です。

　人口減少が見込まれる中、町の活力や賑わいを

維持していくために観光を端緒とした交流人口の

拡大を図る必要があります。町の知名度向上が観

光者数の増加にもつながることから、シティプロ

モーションを強化するとともに、観光受け入れ態

勢の更なる整備が求められています。

　

◆重要文化的景観の観光への活用

　本町の重要文化的景観の構成要素は町内に広く

点在しています。これらの点在する要素を効率的

に回遊し、豊かな水場環境、広大な田園風景、谷

田川の柳山や川田、そして水塚や揚舟など水場で

の人の営みの中から生まれた景観を十分に味わう

ことができる観光ルートの充実を図ります。

◆広域ネットワークの強化

　渡良瀬遊水地や三県境など、他市町と共有する

観光資源を有することから、観光イベントの実施

にあたっては、邑楽・館林地域、東毛地域、両毛

地域、更には渡良瀬遊水地関連地域との広域観光

ネットワークの整備・強化を図ります。

◆観光の充実

　揚舟運航事業のほか、農地を活用する市民農園、

日帰り農業体験や、渡良瀬遊水地の広大で豊かな

自然環境や板倉町の名所に触れた観光バスツアー

を実施するなど、板倉町らしい体験型観光の推進

を図ります。

◆積極的な情報の発信

　テレビ・新聞などの従来のメディアへの積極的

な情報発信を行うとともに、インターネットを利

用しＳＮＳなどの活用も検討します。また、観光

施設等の空撮動画を利用して観光ＰＲを実施しま

す。また、ＰＲ大使などの協力を得て、シティプ

ロモーションに取り組みます。

◆観光受け入れ態勢の整備

　町内の観光スポットへ観光客を誘導する案内サ

イン、ビジタートイレ、レンタサイクルなどの整

備を図り、町内を回遊するための環境整備を行い

ます。また、観光ボランティアガイドとの協働に

より、町の観光をＰＲします。

観光振興事業、揚舟運航事業、群馬の水郷管理事

業、レンタサイクル事業、三県境整備利活用事業、

イメージキャラクター地域活性化事業

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

主な取組

ＫＰＩ 観光の振興について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

１５．５％

１３．５％

１１．５％ 実績（Ｒ５）

１１．５％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

2.2 9.3 51.3 15.3 10.2 11.7



(28)

基本計画

教育文化

４－① 児童生徒の育成

充実した教育環境と
歴史文化の薫るまち

　　　

　近年、少子高齢化に伴い地域力・組織力の低下

が見られます。一方、子どもたちの体力・学力低

下という懸念もでてきています。社会変化に対応

するため、各教育分野の特長を生かしながら、こ

れらの課題に向き合う必要があります。

　子どもたちの「生きる力」の原点となる学力の

向上を目指すため、指導法・指導内容の改善、家

庭学習と読書の習慣化などを積極的に推進する必

要があります。また、新学習指導要領では、プロ

グラミング等の新しい教育が求められています。

　小学校の再編を行った結果、令和２年度より町

内小学校は、西小と東小の２校になりました。小

学校再編に伴う児童のケアや統合後の学習環境な

ど学校施設及び安全管理体制の充実に努めます。

　

◆社会の変化に対応する教育の推進

　地域の特性を生かした国際理解教育（外国語教

育を含む）、環境教育、健康教育の充実を図ると

ともに、特別支援教育体制の充実、地域社会と連

携したキャリア教育、情報教育、体験学習等を推

進します。

◆学校経営の研究

　学校長のリーダーシップによる学校運営体制の

充実を図り、開かれた学校づくりを推進します。

また、学校評価を実施し、結果を公開して家庭や

地域との信頼関係を築きます。さらに、少子化に

伴い、義務教育 9年間の小中一貫教育を含めた、

小中学校の在り方について研究を進めます。

◆教職員の資質向上及び環境整備

　教職員を対象とした各種研修会などを開催し、

教育のプロとしての確かな力量と総合的な人間力

を高め、教職員の職能成長を図ります。また、校

務支援システムを活用し、事務の効率化を図り、

児童生徒に向き合う時間の確保に努めます。

◆基礎学力の向上

　少人数指導員や外国語指導助手の配置をし、き

め細やかな指導を実践します。また、全国学力・

学習状況調査の結果を分析することによって、指

導内容の改善と充実に努めます。あわせて、家庭

学習の充実及び個別学習の実施と読書の習慣化を

通して児童生徒一人ひとりの学力向上を目指しま

す。

◆教育環境におけるＩＣＴの整備

　新学習指導要領に対応した、プログラミング教

育や情報教育を推進します。さらに、新しい学習

に対応するために、教育環境におけるＩＣＴ環境

を計画的に整備します。

◆児童生徒の安全確保

　学校及び登下校における安全確保を目指して、

安全管理体制等の整備、防犯教育の充実、教職員

の危機管理の向上、いじめ防止教育に努めます。

奨学資金貸与事業、教育研究所充実事業、外国青年招致

事業、小中学校運営事業、小中学校校務支援システム事

業、英語検定料助成事業、小学校スクールバス運行事業、

ＩＣＴ機器活用、運動部活動指導員配置促進事業、小中

学校要保護及び準要保護生徒援助費事業、小中学校特別

支援教育就学奨励費事業

学校教育系施設長寿命化計画 、板倉町立小学校適正規

模・適正配置基本計画、教育行政方針

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

主な取組

ＫＰＩ 児童生徒の育成について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

２７．６％

２４．６％

２１．６％ 実績（Ｒ５）

２０．８％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

4.3 16.5 55.4 6.8 3.6 13.4



(29)

基本計画

教育文化

４－② 芸術と文化の振興

充実した教育環境と
歴史文化の薫るまち

　　　

　芸術は、人々に感動や生きる喜びをもたらして

人生を豊かにするものであるとともに、社会を活

性化する上で大きな力となるもので、その役割は

極めて重要であるといえます。身近な場所で多彩

な芸術・文化を鑑賞する機会を充実させるととも

に、今後は、鑑賞機会のみならず、文化協会加盟

団体の活性化を図るなど創造活動への支援を充実

させることにより、町民の芸術・文化活動への参

加と意欲的な活動の促進、特色ある取組の発信・

発表の機会の充実を図る必要があります。

　先人たちの創造した文化を尊重し、継承してい

くため、有形文化財の保護、無形民俗文化財保持

団体の活動支援や、発表場所の提供などを通して、

長い歴史と伝統の中で培われた伝統民俗芸能の継

承と発展を図ることが求められています。また、

重要文化的景観については、町民自らがその価値

を再認識するとともに、誇りを培い、地域づくり

のツールとしていくとともに、景観を後世に良好

な状態で継承することが必要です。

◆芸術・文化活動の環境づくり

　中央公民館をはじめとする文化施設が老朽化し

ていることから、公共施設等総合管理計画及び個

別施設計画に基づいて修繕を中心とした計画的な

施設整備に努めます。また、文化協会をはじめ、

芸術や文化活動を行う個人や団体を支援します。

◆文化財の保存と理解

　地域で生まれ、保存・継承されてきた文化財の

 毀  損 、滅失を防ぎ、未来へ継承するために、適切
き そん

に保存し、公開します。伝統民俗芸能については、

各地で育まれ継承されてきた獅子舞や神楽などが

将来にわたって確実に継承されるための支援をし

ます。また、模擬火災訓練の実施など、災害から

の文化財保護に努めます。

　また、小中学校の児童生徒を対象に、文化財め

ぐり、土器製作、機織りなどの文化財に関する体

験教室や出前講座を開催するなど、普及啓発に努

めます。

◆重要文化的景観の保全

　重要文化的景観の重要な構成要素について現状

変更をする場合は、町担当課と協議の上、届出が

必要なことを周知し、適切な継承につなげます。

　文化的景観は、史跡や名勝に比べ新しい文化財

の考え方であるため、普及する余地及びその必要

があることから、子ども用も含めた紹介パンフ

レットなどを作成し、更なる普及・啓発に努めま

す。また、町民ならびに町外からの来訪者に景観

の価値を共有するために、見学ルートの周知や案

内サインなどの充実を図ります。

芸術文化振興事業、芸術・文化事業、文化財資料

館管理運営事業、町内遺跡確認調査事業、文化財

保存活用事業、文化的景観保護推進事業、無形民

俗文化財継承・育成事業、自然館管理運営事業、

コンサート開催事業

教育行政方針、利根川・渡良瀬川合流域に形成さ

れた水場景観保存計画、町民文化系・社会教育系

施設長寿命化計画

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

主な取組

ＫＰＩ 芸術と文化の振興について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

１８．５％

１６．５％

１４．５％ 実績（Ｒ５）

１５．５％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

3.1 12.4 61.9 6.2 3.7 12.6



(30)

基本計画

教育文化

４－③ スポーツの振興

充実した教育環境と
歴史文化の薫るまち

　　　

　ジュニア世代だけでなく、健康志向の高まりや

定年等によるライフスタイルの変化など、多様な

余暇活動の増大を背景に、町民のスポーツ・レク

リエーションへの関心が高まっていましたが、新

型コロナウイルス感染症の影響により、多くの大

会や教室が中止となってしまいました。これによ

り、町民のスポーツへの取り組み意欲が下降しないよ

うに、年齢を問わず誰もが生涯スポーツを楽しむ

ための環境整備が求められています。

　少子化により、少年スポーツ団体加入者の減少

が見られることから、少年スポーツ団体や部活動

における団体スポーツの継続に影響が出ています。

　現在、スポーツ施設として、海洋センターに加

え、社会体育施設として小中学校の体育館を開放

しています。これらの施設は総じて老朽化の傾向

が見られるので、修繕するなどの必要があります。

また、屋外運動施設の夜間照明については、現在

水銀灯を利用しているため、ＬＥＤ化の対策が求

められています。

◆生涯スポーツの振興と普及

　日常的にスポーツに取り組むことは、健康の保

持・増進や体力向上だけでなく、地域の連帯感を

醸成します。ジュニアからシニアにいたるニーズ

に応えられるよう、多様なスポーツ・レクリエー

ションに関する情報の提供や交流事業を推進しま

す。また、バリアフリー化を進めるなど、スポー

ツを楽しめる環境を整備します。

◆スポーツ人口の拡大

　広く子どもたちにスポーツについての啓発と機

会の提供をすることにより、競技者の増加を図り

ます。また、指導者育成や各種スポーツ大会の開

催等により、青少年の健全育成と競技スポーツの

振興を図り、スポーツ人口の拡大を目指します。

◆団体・指導者の育成

　スポーツ推進委員及び各行政区のスポーツ担当

者の資質向上を図るため、研修会や講習会を積極

的に実施します。また、体育協会、スポーツ推進

委員、スポーツ少年団との連携を強化するととも

に、各種スポーツ団体を支援し、組織の強化と人

材の育成を図ります。

◆スポーツ施設の充実　

　町民のスポーツに対するニーズに応えるため、

既存施設を有効活用するとともに、老朽化したス

ポーツ施設については、公共施設等総合管理計画

及び個別施設計画に基づき、改修・移設など適切

な管理に努め、利用者が快適に活動できるよう努

めていくとともに、今後もスポーツ振興のさらな

る充実に向けた環境整備を実施します。

スポーツ教室事業、スポーツイベントの開催事業、

指導者の育成・確保事業、スポーツ団体等の育成

事業、社会体育施設管理事業

教育行政方針

スポーツ・レクリエーション系施設長寿命化計画

現状と課題

主な取組

関連する個別計画施策の方針

ＫＰＩ スポーツの振興について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

２１．２％

２０．２％

１９．２％ 実績（Ｒ５）

１６．４％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

3.0 13.4 59.5 7.74.4 11.8



(31)

基本計画

生涯学習の推進

　　　

　情報化や国際化の進展、ライフスタイルの変化

などの中で、新たな知識や技術を習得し、心豊か

な生活を送るためには、子どもから大人まで幅広

い世代にわたる学習の機会が必要です。このこと

から、町民の多様な学習ニーズへの対応が求めら

れています。また、そうして学習した成果を生か

せる環境づくりが必要とされています。

　核家族化が進んでいることから、子育ての悩み

や問題を抱える保護者への情報提供をはじめとす

る家庭教育の必要性が高まっています。また、子

どもたちの学校外での居場所づくりをはじめ、体

験活動や自主的な学習をする場の充実が求められ

ています。

　全国的な傾向として、スマートフォンやイン

ターネットの普及による情報化の進展など、青少

年を取り巻く環境が急激に変化し、対人関係の希

薄化やコミュニケーション能力の低下などが問題

となっているとともに、青少年が犯罪に巻き込ま

れる危険性や犯罪に加担する可能性も大きくなっ

ています。

　

◆生涯学習推進と学習情報の提供

　それぞれの地域や世代によるニーズの違いの把

握に努め、町民の要望に応じた様々な学級や講座

の開催や、公民館の図書資料等を整備し、生涯学

習の充実を図ります。生涯学習により身につけた

学びを活かし、学びの成果が還元できる学習社会

を目指します。また、体験学習のひとつとして、近

年県が推進しているｅスポーツを取り入れるなど、

コンピューターについての学習機会の提供・支援

の充実を図ります。

◆公民館を拠点とした地域づくり

　公民館の利用団体・地域住民との協働による事

業を実施し、地域文化の発展や、地域コミュニ

ティの推進に努めます。

◆家庭教育の推進

　ＰＴＡとの連携により、子どもの発達段階に応

じた家庭教育に関する学習機会の提供や、家庭の

役割の重要性を啓発するために必要な情報の提供

に努め、家庭教育の充実を図ります。

◆青少年の健全育成

　青少年育成推進員を中心とした地域防犯パト

ロールの実施など、学校、地域、ボランティアな

どが連携して子どもたちの安全・安心の確保に努

めます。また、警察や学校などの関係機関と連携

して、メディアリテラシー※１教育の推進や、普及

啓発活動を通じ、健全な環境づくりと青少年の安

全確保を図ります。また、子ども会育成会連絡協

議会 (子育連 )活動の充実と児童生徒の健全育成

を目的に、「自然体験スクール」や「上毛かるた

大会」など、子育連が実施する青少年健全育成事

業を支援します。

公民館管理運営事業、学級講座開設事業、図書の

充実事業、教育支援体制等構築事業、社会教育総

務事業、生涯学習推進事業、人権教育推進事業、

青少年教育総務事業、青少年健全育成事業、二十

歳のつどい式典事業

教育行政方針

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

教育文化

４－④

充実した教育環境と
歴史文化の薫るまち

※１メディアリテラシー：ここでは、インターネットの普及により、情報量が増大化している中、必要な情報を見つけ出すこ

とや情報の真意を見極める能力のこと。

主な取組

ＫＰＩ 生涯学習の推進について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

２１．３％

２０．３％

１９．３％ 実績（Ｒ５）

１９．１％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

3.6 15.5 55.2 8.9 4.5 12.3
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基本計画

都市基盤

５－① 都市計画の推進

住みよい都市の整備と
良好な景観のまち

　　　

　秩序ある土地利用と都市計画は、地域の魅力を

高め都市の発展に寄与するだけでなく、乱開発を

防止し、町民の生活環境を快適に保つためにも重

要な役割を担っています。

　本町の土地利用の状況は、利根川及び渡良瀬川

などの大河川の恵みと平坦な地形を生かした農地

としての土地利用の割合が多い特徴があります。

一方で、町中央部と板倉ニュータウン地区の２つ

の大きな市街地、大蔵地区と板倉ニュータウン地

区にある産業用地と、農業・工業・商業のバラン

スのとれた土地利用がされてきました。現在は、

板倉町都市計画マスタープランに基づき、地域の

活性化等を考慮して、適切な土地利用がされるよ

う誘導を図っていますが、板倉町都市計画マス

タープラン策定時の想定から、少子高齢化による

人口減少が進んでいることから、新たな課題に対

する方針を定めていく必要があります。

　本町は、平成23年に重要文化的景観として国の

選定を受けました。良好な景観は、町民全ての共

有の財産であることから、町民、事業者、行政の

それぞれが、更に景観を保全していくために、意

識を高めることが必要です。

◆都市と自然のバランスの維持

　計画的な市街地の形成を図るとともに、良好な

住環境や自然環境の保全に努めます。また、地域

ごとの人口構造の変化や、地域の特性に応じ、都

市的土地利用から農村集落的な土地利用まで、多

様なライフスタイルの選択ができる環境を持続し、

バランスのとれた土地利用を図ります。

◆計画的な土地利用と適時適切な見直し

　適正な土地利用を図るため、都市計画基礎調査

を行い、人口の動向や市街化の現況など、町の土

地利用の状態を正確に把握します。また、都市計

画基礎調査結果等に基づき適切な用途地域への変

更を適宜進めます。

◆公園維持管理

　本町は人口比に対し公園が多く、農村公園にお

いては少子化により利用者が少なくなっているこ

とから、使用頻度の少ない農村公園は行政区と協

議して集約し、残る公園について整備・維持管理

の充実を図ります。

◆風景づくりの方針

　町民、事業者、行政のそれぞれが、協働により

よりよい景観を形成するための風景づくりを進め

ます。建築行為における基本的な作法の定着を図

り、多くの町民が本町に暮らすことに誇りを持つ

ことを目指します。また、風景づくりの取り組み

を活発化するため普及啓発活動を実施します。

都市計画推進事業、公園維持管理事業、風景づく

り推進事業

都市計画マスタープラン

風景計画

風景づくりガイドライン

公園施設長寿命化計画

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

主な取組

ＫＰＩ 都市計画の推進について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

１７．２％

１５．２％

１３．２％ 実績（Ｒ５）

１５．１％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

2.4 12.7 44.9 17.0 11.0 12.0
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基本計画

都市基盤

５－② 道路網の整備

住みよい都市の整備と
良好な景観のまち

　　　

　生活の基盤となる道路網は、町民の快適な生活

を支えるとともに、災害時における物資の輸送な

ど、広域的な幹線道路とのネットワークを形成し

ており、役割はますます重要度を増しています。

　生活道路としての重要路線、区間は、優先順位

の高いものから拡幅整備を図ることが必要です。

　道路網の整備は、地域経済の活性化のために国

道、県道との接続路線はもちろんのこと、時代に

応じ、まちづくりと連携した整備が必要とされて

います。また、町民がより安全に、かつ便利で快

適に道路を利用できるよう町民ニーズにあった道

路整備を進めていくことが必要です。

　近年、道路や 橋  梁 などの老朽化が目立っていま
きょう りょう

す。このため、パトロールや定期点検などにより、

問題箇所を早期に把握し、長寿命化なども含め計

画的に修繕していくことが求められています。

　本町は、利根川と渡良瀬川の２大河川に挟まれ

た低平地であり、過去にはカスリーン台風に代表

されるように幾度も洪水被害に見舞われた歴史が

あります。水害対策における広域避難経路の確保

として、利根川及び渡良瀬川新橋の早期実現が求

められています。

　

◆道路ネットワークの形成

　国道 354 号板倉バイパス等の４車線化実現と主

要町道等幹線道路の整備により、快適な生活環境

を確保する道路ネットワークの形成に努めます。

◆生活道路の整備　

　生活圏道路の整備については、公共性や緊急性

等、総合的に判断して路線の選定を行い、引き続

き町道整備を進めます。また、多くの整備ができ

るよう、道路整備に必要な土地の寄附や物件の移

転について協力を得られるよう取り組みます。

◆道路の維持管理　

　アスファルト修繕や側溝の補修、区画線の引き

直しやガードレールの修繕を行い、道路の長寿命

化を目指します。また、植栽帯の除草、防虫剤散

布等の管理を行い、街路樹の管理については地域

住民の意見を聴き、高木から低木の樹種の変更に

ついて検討し、効率的な維持管理に努めます。

◆橋梁維持事業　

　橋梁について、今後老朽化に伴い増大する修繕

などの維持管理費の軽減を図るため、橋梁長寿命

化修繕計画に基づき、修繕工事を実施していきま

す。

◆利根川及び渡良瀬川への新橋建設促進

　南地区から埼玉県加須市及び北地区から栃木県

栃木市への架橋の整備について、加須市、栃木市

と連携して推進体制の強化等を図り、架橋が早期

実現するよう国及び県への要望活動等を継続して

実施していきます。

◆町の南北を結ぶ幹線道路整備検討

　国及び県に新架橋要望と併せてアクセス道路整

備の要望活動を行い、さらに町の南北を結ぶ幹線

道路の整備検討を図ります。

町単独道路整備事業、橋梁長寿命化事業、道路維持事業、

道路長寿命化事業、利根川及び渡良瀬川架橋整備事業

道路長寿命化修繕計画、橋梁長寿命化修繕計画

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

主な取組

ＫＰＩ 道路網の整備について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

３２．６％

２８．６％

２４．６％ 実績（Ｒ５）

２５．１％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

4.3 20.8 35.2 18.3 10.5 10.9
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基本計画

都市基盤

５－③ 住宅対策の推進

住みよい都市の整備と
良好な景観のまち

　　　

　昭和56年以前に建築された建築物は、現行の耐

震基準に満たない状況が多く見られます。大地震

の際に町民の生命を守り、また、建物倒壊により

避難や救出活動の妨げとならないよう、木造建築

物の耐震診断・耐震改修を促進しています。町内

には昭和 56 年以前に建築された耐震診断未実施

の木造住宅が多いことから、今後もその必要性に

ついて普及啓発を続けることが必要です。

　移住・定住策として、住宅取得支援補助金、移

住支援金、リフォーム補助金の交付をはじめとす

る各種支援策を継続的に実施しており、令和 4年

度からは奨学金返還支援補助金の交付も行ってお

りますが、人口増加につながるほどの効果は見ら

れていないため、さらなる充実が必要です。

　町営住宅については、老朽化が進んでいること

から、適切な管理をしつつ、需給バランスを考慮

しながら、今後のあり方について検討していくこ

とが求められています。

　板倉ニュータウンの宅地分譲は、令和5年10月

1 日現在において、計画分譲戸数 1,367 戸（売出

区画は 980 戸）に対し、分譲済戸数は 929 戸、計

画人口 4,797 人に対し居住人口 2,395 人であり、

少子高齢化や人口減少に加え、都心回帰等による

住宅需要の減少により、長期にわたり低迷が続い

ています。

◆耐震診断・改修の促進

　木造住宅の耐震化支援制度を周知するとともに、

まずは、木造住宅の耐震診断の促進を図ります。

耐震診断の結果、耐震性が不十分と認められた場

合には、助成制度を紹介するなどし、耐震改修の

促進を図ります。

◆移住・定住策の充実

　各種移住・定住策については、人口減少を緩和

する観点からも強化します。ふるさと回帰支援セ

ンター等と連携し、移住者の増加を目指します。

また、子育て支援策をはじめとする、移住の動機

となりえる施策については、広報部門と連携し、

シティプロモーションの一環として、ＰＲに努め

ます。

◆町営住宅運営

　町営住宅については、長寿命化計画に基づき維

持修繕工事を行うとともに、民間施設の活用も視

野に入れ、効率的な運営に努めます。

◆板倉ニュータウン住宅分譲地の販売促進

　賑わいのあるまちづくりを推進するため、県企

業局と連携して住宅用地の早期分譲を目指します。

　また、板倉東洋大前駅西口北側に広がる約 3.2

ヘクタールの未造成地において、太陽光発電によ

る再生可能エネルギー、蓄電池及び水素を用いる

燃料電池を活用することで、環境負荷を低減し、

災害時のレジリエンス※1を高めた新しい住宅街区

「グリーンブロック」を造成することから、早期の

完成及び完売を目指して、県企業局と連携してＰ

Ｒ活動に取り組みます。

木造住宅耐震改修促進事業、町営住宅管理事業、

移住者住宅取得支援事業、移住支援事業、住宅リ

フォーム支援事業、分譲推進事業

耐震改修促進計画、公営住宅等長寿命化計画

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

主な取組

ＫＰＩ 住宅対策の推進について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

１８．１％

１６．１％

１４．１％ 実績（Ｒ５）

１４．６％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

2.4 12.2 49.5 14.8 7.8 13.2

※ 1 レジリエンス：ここでは、大規模災害を想定した電力供給における災害への対応力や回復力のこと。
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基本計画

行財政

６－① 町民参加によるまちづくりの促進

社会変化に対応する
効率的な行政運営をするまち

　　　

　町民ニーズの高度・多様化に的確に対応し、地

域課題に対処した効率的なまちづくりを目指すた

めには、町民と行政が知恵と力を出し合い協働※１

し、良きパートナーとしての仕組みを充実させて

いくことが必要です。

　少子高齢化、人口減少社会の中で、地域におけ

る課題が複雑化しており、行政区をはじめとした

地域コミュニティの強化が求められています。

　本町では、様々なボランティア活動が進められ

ていますが、広く町民に定着するまでには至って

いません。このため、更に地域ボランティアの支

援・育成に努めていくことが必要です。

　全ての男女が尊重し合う男女共同参画社会の実

現に向け、男女共同参画の視点から、慣習やしき

たりなどの見直しを進めるとともに、町民や事業

者と協力しながら、家庭・地域・学校・職場など

あらゆる分野において、男女がともに活躍できる

ような環境を整えていくことが重要です。

　

◆町民と協働によるまちづくり

　行政の力が及ばないところは町民が補い、町民

の力が及ばないところは行政が補うといった、町

民と行政がお互いに補完しあう関係の強化を進め

ます。また、かつてない高齢化社会を迎え、公共

の複雑化・高度化が進む中、多様な主体によって

公共を支えていく仕組みが必要となることから、

行政とともに公共を担うＮＰＯや各種団体の活動

を支援します。

◆地域コミュニティ団体への支援

　各種助成事業等を利用し、集会所の整備などの

支援に努めます。行政区への加入勧奨とともに、

行政区の自主的な活動を支援し、活動しやすい環

境整備を進めます。また、行政区担当職員を窓口

に地域の住民と行政の連携充実に努めます。

◆まちづくりボランティア活動の促進　

　町民一人ひとりが地域づくりの担い手であると

いう自覚と責任を持ち、自主的にボランティア活

動へ参加してもらえるよう、広報紙やホームペー

ジなどを活用し、情報提供と啓発活動を行います。

◆男女共同参画の推進

　男女共同参画社会の実現に向け、男女共同参画

週間を町民に周知し、意識啓発や意識改革を図り

ます。本町でも仕事に関する女性の意思を尊重し

ながら、幅広い視野を持つ女性リーダーの育成や

女性のあらゆる分野への参画の拡充に努めます。

　また、配偶者などの暴力 (ドメスティック・バ

イオレンス )、性的嫌がらせ (セクシャル・ハラ

スメント )等の防止に向けた啓発活動を行います。

◆新たな姉妹都市との交流の推進　

　ふるさと回帰支援センター等と連携し、本町と

ゆかりのある都市との交流により、関係人口※２・

交流人口※３の拡大を目指します。

まちづくり協働事業、行政区運営事業、コミュニ

ティ助成事業

板倉町における女性職員の活躍の推進に関する特定

事業主行動計画

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

※１ 協働：まちづくりの主体である町民と行政、町民同士が、それぞれの責任と役割分担に基づいて、お互いの立場や特性を

生かし、尊重しながらよりよいまちづくりに向けて協力し合うこと。※２ 関係人口：地域に住んでいたことがある人、通勤・

通学をしたことがある人、近隣に住んでいる人、地域に親戚がある人など、地域と多様に関わる人々を指す。 ※３ 交流人

口：主に観光などで、地域を訪れる人々を指す。

主な取組

ＫＰＩ 町民参加によるまちづくりの促進
   について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

１９．６％

１７．６％

１５．６％ 実績（Ｒ５）

１４．３％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

2.2 12.1 59.0 8.6 4.2 13.9
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基本計画

行財政

６－② 情報の発信

社会変化に対応する
効率的な行政運営をするまち

　　　

　町では、紙媒体である広報いたくらとインター

ネット媒体である町公式ホームページを主力として、

広く子どもから高齢者までを対象に、最新の情報を

分かりやすくお知らせするように努めています。一

方、ＩＣＴの発展により、町民の情報受信ツールが多

様化している状況が見られることから新たな広報媒

体としてＬＩＮＥ等のＳＮＳの活用を検討し、さら

なる充実を図っていきます。

　また、複雑化する行政ニーズに応えるため、町民一

人ひとりの提言や要望をはじめとする意見を広く聴

き、町民と行政が様々な情報を共有し、協働と参画に

よるまちづくりを進めるための多様な広聴の仕組み

が求められています。

　移住・定住のまちとして板倉町が選ばれるためには、

町民だけでなく、町外に対しても積極的に町の魅力

を発信していく必要があります。

　町が保有する行政情報については、町民全体の共

有財産であるため、個人情報を保護しつつ適正な情

報公開に努めているところです。行政が保有する情

報の重要性を踏まえ、サイバー攻撃※１をはじめとす

る様々な情報漏洩リスクを管理し、さらなる安全確

保が求められています。

◆情報発信とＩＣＴの充実

　行政の透明性を確保し、行政情報を分かりやすく

提供するため、見やすく、親しみやすい広報紙の作

成に努めます。また、ホームページでは行政情報を

はじめ、イベントや観光情報など、町内外に向けた

情報発信を迅速に行います。

　ＳＮＳや５Ｇ※２といった最新技術を活用し、国が

推進しているデジタル田園都市国家構想の実現に向

け、町の事務においてもデジタル技術を導入し、町

民サービスの向上と行政運営の効率化を図ります。

◆広聴活動の充実

　町民一人ひとりからの意見を得るため、郵便や

ホームページの意見投稿フォームによる広聴を継続

します。また、アンケートや懇談会など様々な形で

町民の意見を聴く機会を設け、町の重要な施策や計

画は事業形成段階でのパブリックコメントを実施し、

町民と行政の双方向型のコミュニケーションによる

まちづくりを推進します。

◆シティプロモーションの推進

　全庁横断的な取り組みとして、町の魅力や知名度

を向上させるためにシティプロモーションに戦略的

に取り組みます。

◆情報公開と適正管理

　新たな脅威に対応するため、セキュリティポリ

シーの改訂など、情報セキュリティ対策に取り組み、

紙及び電子文書の適正な管理に努め、情報公開を円

滑に実施します。

◆マイナンバーカードの利活用の推進

　マイナンバーカード利用領域の拡大に合わせ、住

民票や印鑑証明、税務証明などのコンビニ交付等を

検討し、町民サービスの向上と行政運営の効率化を

図ります。

広報紙作成事業、ホームページ運用管理事業、文書管理

事業、情報公開・個人情報保護事業、庁内情報化事業、

板倉町ＰＲ大使事業、行政懇談会事業、（仮）デジタル化

推進事業、（仮）証明書等コンビニ交付事業

セキュリティポリシー

（仮）ＤＸ推進計画

現状と課題

関連する個別計画

施策の方針

※１ サイバー攻撃：主にネットワークを通じて行われるテロ行為で、過剰な負荷をかけたり、コンピュータウイルスに感染さ

せたりして、コンピュータを正常に動作させなくすること。※２ ５Ｇ：４Ｇに続く第５世代の無線通信方式で、大容量通信と

遅延の発生が少ない特徴があり、様々なものがネットワークにつながるＩｏＴ時代の到来に大きな期待がされている。

主な取組

ＫＰＩ 情報の発信について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

２５．０％

２４．０％

２３．０％ 実績（Ｒ５）

２３．４％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

3.8 19.6 50.7 8.8 3.5 13.7



(37)

基本計画

行財政

６－③ 財政運営の効率化

社会変化に対応する
効率的な行政運営をするまち

　　　

　平成30年度の役場新庁舎建設により、町の一般

会計借入金は、平成 27年度の 37 億 6,404 万円か

ら平成 30 年度末には 45 億 7,412 万円まで増加し

ました。その後返済が進み、令和 4年度末には 42

億 833 万円となっています。また、町の一般会計

積立金は、一時的に減少したものの、令和 4年度

末には 37 億 3,244 万円となっています。

　とはいえ、想像以上のスピードで進行する当町

の少子高齢化と人口減少により、今までよりも少

ない人口で町の財政を支えていくことになるため、

道路等のインフラ施設を含む既存施設の維持継続

だけでも大変な時代に突入しております。また、

ごみ処理施設の広域化により資源化センターが、

小学校の統廃合により南・北小学校がその役目を

終え、その利活用が課題となっています。

　よって、安定した財政運営を行っていくうえで

は、各種町税の課税対象を的確に把握し、公平な

課税を行うとともに、税の滞納案件の解消に向け、

積極的に取り組む必要があります。

　町職員については、様々な行政需要に対応する

ため、機能的な組織を構築し、適正な職員数と人

員配置により、効率的な行政運営をすることが求

められています。

　消防・救急、病院、上水道、ごみ処理などの分

野では、事務組合等を設立し、近隣の自治体が協

力して広域で業務に取り組んでいます。圏域全体

において人口減少が見込まれるため、さらなる効

率化が求められています。

◆健全な財政運営

　健全化判断比率、経常収支比率、積立金残高、

町債残高などの財政指標を総合的に判断し、今後

の財政的影響を見通した予算編成により、持続可

能な財政運営を行っていきます。

◆持続可能な公共施設の管理運営

　公共施設等総合管理計画及び個別施設計画（イ

ンフラ長寿命化計画）に基づき、既存施設の長寿

命化を推進しつつ、既存施設の統廃合や再配置を

検討するとともに空き施設の利活用の検討につい

ても進めていきます。

◆自主財源の確保

　企業誘致の推進に加え、税の期限内納付の周知

徹底を図ります。また、税負担の公平性を保つた

め、滞納案件については差し押さえ等の実施によ

り、厳正に対処します。あわせてふるさと納税に

ついても、積極的に取り組みます。

◆適正な人員配置

　業務量を把握し適正な人員配置を行い、効率的

な行政運営を目指します。また、人事評価制度や

職員研修により、組織全体の資質向上に取り組み、

より質の高い行政サービスの提供に努めます。

◆広域行政の運営

　自立性の高い行政運営が求められていることか

ら、近隣の自治体との連携を強化し、共同で処理

できる業務の調査・研究などを通じ、効率化が図

られるよう広域的な行政運営を推進します。

町税徴収管理業務、職員研修、一部事務組合等関連事務、広域

行政事業、公共施設利活用検討事業

徴収対策基本方針、公共施設等総合管理計画及び各個別施設計画

現状と課題

主な取組

関連する個別計画

施策の方針

ＫＰＩ 財政運営の効率化について満足している人の割合

目標（Ｒ９）目標（Ｒ５）基準

１８．６％

１６．６％

１４．６％ 実績（Ｒ５）

１７．１％

 やや満足

 不満  無回答 やや不満

 満足  どちらともいえない

０％ 100％20％ 40％ 60％ 80％

3.1 14.0 51.8 11.4 5.6 14.1
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実 施 計 画 
実施計画は、基本計画に定められ

た施策を効果的に実現するために

実施する主要事業を明らかにしま

す。
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 板倉町人口ビジョンは、国の『まち・ひと・し

ごと創生長期ビジョン』の趣旨を踏まえ、人口減

少の克服と地方創生を確実に実現するため、本町

における人口の現状を分析し、人口に関する認識

を深めるとともに、今後の目指すべき将来の方向

性と人口の将来展望を示すものです。

　また、この人口ビジョンは、本町において今後

実施すべき施策を定める際に基礎となる人口動態

や課題、将来人口の推計を示し、『板倉町まち・ひ

と・しごと総合戦略』における基本方針や施策の

方向性の指針とするとともに、人口に関する認識

を広く共有するために策定するものとします。

　人口ビジョンの計画期間は、令和２年（2020）

国勢調査の結果を基準とし、国立社会保障・人口

問題研究所（以下社人研）※１の推計期間である令和

32 年（2050）までとします。

　人口ビジョンの基礎数値は、社人研の人口推計

を用いて設計し、国勢調査をはじめとする統計調

査結果および内閣官房と経済産業省が提供する

「地域経済分析システム（RESAS）」等を用いて分析

しました。

　人口減少の推計について、社人研の推計をもと

に確認します。社人研の推計では、令和 32年

（2050）の本町の人口は、8,712 人と推計され、令

和２年（2020）の 14,083 人から 5,371 人（減少率

約38％）減少すると見込まれています。令和32年

（2050）において人口全体では、約４割の減少とみ

られますが、その構成が大きく変化します。年少

人口と生産年齢人口が減少して、老年人口が大幅

に増加する見込みで、全人口の約 45％が老年人口

であるという状況になります。これは、約 1.0 人

で高齢者１人を支える計算となり、昭和 60 年

（1985）時点と単純に比較すると支える人の負担は、

約 4.7 倍になります。

　社人研の推計と本町の近況を勘案すると、人口

減少の傾向は止まらない見通しです。よって、本

町が目指すべき将来人口については、第１期人口

ビジョンと同様に現状をふまえ、人口減少の傾向

を最大限緩和することを目標として設定します。

　目標人口は、本町における総合戦略をはじめと

する施策の効果が着実に反映されることにより、

社人研推計人口より上積みが期待できるものとし、

下記の水準を目指すものとします。　なお、期間

の設定にあたっては、板倉町総合計画の計画期間

である令和９年（2027）を中期目標として設定し、

人口ビジョンの計画期間である令和 32 年（2050）

を長期目標として設定しました。

1. 人口ビジョンの位置づけ

２. 人口の推計期間

※１ 国立社会保障・人口問題研究所：人口・経済・社会保障の相互関連などについて調査研究を行う、厚生労働省の施設等機

関略称「社人研」

３. 人口動向の分析

目標人口目標年次

13,３00 人
令和９年
（2027）

中期目標

9,600 人
令和 32 年
（2050）

長期目標

4. 人口ビジョンの目標人口

実施計画

まち・ひと・しごと創生

人 口 ビ ジ ョ ン 
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昭和 30 年

（1955）

５，０００

１０，０００

１５，０００

２０，０００

18,189

16,954

15,855 16,024 16,002 15,948

15,533

15,946
15,865

15,706

15,015

昭和 35 年

（1960）

昭和 40 年

（1965）

昭和 45 年

（1970）

昭和 50 年

（1975）

昭和 55 年

（1980）

昭和 60 年

（1985）

平成２年

（1990）

平成７年

（1995）

平成 12 年

（2000）

平成 17 年

（2005）

平成 22 年

（2010）

平成 27 年

（2015）

令和２年

（2020）

令和７年

（2025）

令和 12 年

（2030）

令和 17 年

（2035）

令和 22 年

（2040）

令和 27 年

（2045）

13,023

12,214

実績値 推計値

国勢調査 社人研推計 目標人口

資料：

令和 2 年（2020）までは国勢調査

令和 7 年（2025）以降は社人研人口推計値

中期目標

令和９年（2027）

目標人口 13,300 人

    板倉町の人口推移と将来人口【昭和 30 年（1955）～令和 32 年（2050）】 図 １
19,429

13,595

11,988

11,154

10,276

9,600

単位：人

長期目標

令和 32 年（2050）

目標人口 9,600 人

12,811

実施計画

(42)

令和 32 年

（2050）

16,290

14,083

11,324

10,413

9,527

8,712



(43)

 年齢区分別に人口推移をみると、年少人口※１は

昭和 60年（1985）をピークに減少が続き、平成７

年（1995）には、老年人口※１が年少人口を逆転し、

さらに、令和２年（2020）にはその差が 3.4 倍以

上に開いています。

　生産年齢人口※１は、昭和 55年（1980）をピーク

に微減傾向が続き、板倉ニュータウン街びらきに

より、平成12年（2000）に一時増加に転じるもの

の、その後は減少傾向が続き、令和27年（2045）に

は老年人口が生産年齢人口を逆転することが見込

まれ、現役世代の負担はさらに増加する見通しです。

　加えて、一貫して増加傾向にあった老年人口は

令和７年（2025）より減少に転じることから、人

口減少は加速度的に進んでいきます。

5. 年齢３区分別人口の推移と将来推計

※１ 年少人口・生産年齢人口・老年人口：年少人口（15 歳未満の人口）・生産年齢人口（15 ～ 64 歳までの人口）・老年人口

（65 歳以上の人口）

    板倉町の年齢区分別人口推計【昭和 60 年（1985）～令和 32 年（2050）】 図 ２
単位：人

０

１０，０００

５，０００

昭和 55 年

（1980）

昭和 60 年

（1985）

平成２年

（1990）

平成７年

（1995）

平成 12 年

（2000）

平成 17 年

（2005）

平成 22 年

（2010）

平成 27 年

（2015）

令和２年

（2020）

令和７年

（2025）

令和 22 年

（2040）

令和 27 年

（2045）

年少人口 生産年齢人口 老年人口

3,455 3,477

3,066

2,546
2,203

2,049
1,911

1,628

1,361

1,038

792
677 653 613

1,992

2,183

2,606

3,030
3,286

3,490
3,683

4,228

4,735
4,891 4,817

4,719

4,260

10,557 10,342 10,276

9,957

10,457 10,323

10,075

9,065

7,812

7,094

 6,605

    5,928

5,064

4,356

老年人口と年少人口が逆転

板倉ニュータウン街びらき

少子化が始まる

老年人口の減少が始まる

生産年齢人口は

年平均 150 人ずつ減少する見込み

実績値 推計値

実施計画

まち・ひと・しごと創生

人 口 ビ ジ ョ ン 

令和 12 年

（2030）

令和 17 年

（2035）

令和 32 年

（2050）

 4,558

3,908

4,696

544

老年人口と生産年齢人口が逆転
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    人口ピラミッドの推移【昭和 60 年（1985）、令和２年（2020）、令和 32 年（2050） 】図 3

 昭和 60年（1985）には、ピラミッド型でしたが、

令和２年（2020）では逆ピラミッド型に近い形状

になっています。令和 32 年（2050）には、特に女

性の老年人口割合が高くなる予測です。

6. 人口ピラミッドの推移

０～４歳521 

612 

617 

５～９歳

10 ～ 14 歳

497 

421 

486 

15 ～ 19 歳

20 ～ 24 歳

25 ～ 29 歳

690 

733 

478 

30 ～ 34 歳

35 ～ 39 歳

40 ～ 44 歳

456 

491 

553 

45 ～ 49 歳

50 ～ 54 歳

55 ～ 59 歳

60 ～ 64 歳446 

307 

280 

193 

101 

65 ～ 69 歳

70 ～ 74 歳

75 ～ 79 歳

80 ～ 84 歳

85 ～ 89 歳29 

5  90 歳以上

492 

598 

637 

511 

421 

449 

605 

640 

447 

418 

443 

588 

569 432 

372 

240 

17 

150 

57 

０～４歳145 

312 

５～９歳

10 ～ 14 歳

374 

267 

15 ～ 19 歳

20 ～ 24 歳

25 ～ 29 歳

259 

336 

465 

30 ～ 34 歳

35 ～ 39 歳

40 ～ 44 歳

530 

458 

45 ～ 49 歳

50 ～ 54 歳

55 ～ 59 歳

60 ～ 64 歳525 

687 

666 

372 

248 

65 ～ 69 歳

70 ～ 74 歳

75 ～ 79 歳

80 ～ 84 歳

85 ～ 89 歳157 

67  90 歳以上

138 

235 

291 

376 

395 

201 

212 

300 

408 

473 

470 

419 

523 

653 

659 

442 

208 

340 

236 

240 

463 

０～４歳66 

116 

５～９歳

10 ～ 14 歳

141 

150 

106 

15 ～ 19 歳

20 ～ 24 歳

25 ～ 29 歳

142 

205 

268 

30 ～ 34 歳

35 ～ 39 歳

40 ～ 44 歳

329 

227 

45 ～ 49 歳

50 ～ 54 歳

55 ～ 59 歳

60 ～ 64 歳262 

360 

459 

453 

312 

65 ～ 69 歳

70 ～ 74 歳

75 ～ 79 歳

80 ～ 84 歳

85 ～ 89 歳213 

191  90 歳以上

63 

93 

107 

129 

133 

90 

133 

190 

239 

255 

201 

228 

224 

318 

409 

449 

417 

386 

293 

99 

256 

単位：人

昭和 60 年

（1985）

令和 2 年

（2020）

令和 32 年

（2050）

80 代以上の

男性人口 716 人

80 代以上の

男性人口 472 人

20 ～ 30 代の

男性人口 1,236 人

80 代以上の

男性人口 135 人

20 ～ 30 代の

男性人口 2,330 人

80 代以上の

女性人口 1,096 人

20 ～ 30 代の

女性人口 546 人

80 代以上の

女性人口 784 人

20 ～ 30 代の

女性人口 1,108 人

20 ～ 30 代の

女性人口 2,115 人

65 歳以上の高齢

者を約 4.7 人で

支えていた

65 歳以上の高齢

者を約 1.6 人で

支えていた

65 歳以上の高齢

者を約 1.0 人で

支えることに

資料：

令和 2 年（2020）

までは国勢調査

令和 7 年（2025）以降

は社人研人口推計値

実施計画

(44)

80 代以上の

女性人口 224 人

358 

20 ～ 30 代の

男性人口 603 人



(45)

 平成６年（1994）から現在までの人口推移に

「転入・転出による社会増減」と「出生・死亡によ

る自然増減」との２つの要因が与えた影響を確認

します。

　社会増減については、90 年代後半から 2000 年

代前半に社会増が大きくなっています。板倉

ニュータウンの街びらきと時期が一致することか

ら、このことが要因と推測できます。

　自然増減については、約30年間一貫して自然減

の状態が続いています。ここ数年は、出生数の低

下と死亡数の増加の傾向が顕著に表れ、年間 140

人を超えるペースで自然減が進んでいます。

　本町の人口減少に歯止めをかけるためには、少

子化傾向の改善が必要です。併せて、移住人口の

増加を図りながら、転出超過を抑制していく必要

があります。

7. 自然増減・社会増減の推移

０

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」RESAS 再編加工 注記：2012 年までは年度データ、2013 年以降は年

次データ。2011 年までは日本人のみ、2012 年以降は外国人を含む。

１００

２００

３００

－１００

－２００

－３００

実施計画

まち・ひと・しごと創生

人 口 ビ ジ ョ ン 

    自然増減・社会増減の推移【平成６年（1994）～令和５年（2023）】 図 ４
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第 3 期

町勢の低迷

　町勢の基盤となる人口が減少することにより、

各種団体や地域コミュニティを支える層が減少す

るため、本町の行政サービスの取組や地域活動な

どが縮小傾向となることが危惧されます。また、

本町の面積の半数以上を占める農地の維持管理に

ついても、担い手減少による耕作放棄地の増加が

懸念されます。

町民負担と行財政負担

　高齢化率の高まりにより、社会保障の負担をは

じめとする町民負担と財政負担の増加が予想され

ます。また、生産年齢人口の減少により、税収減

少が見込まれ、行政サービスの水準を維持するこ

とが困難になり、行政サービスの取捨選択が必要

になるおそれがあります。人口も税収も減少する

なかで、上下水道施設や道路・橋梁といったイン

フラの更新時期を迎えることから、維持管理にか

かる費用の負担が大きくなる懸念があります。

町民生活への影響

　経済活動の低下により、商店や事業所等の廃業

や撤退が予想され、これに伴い、公共交通機関の

縮小などが懸念されます。空家が増加し、防犯・

防災上の懸念が増大します。また、地域防災に対

する担い手が不足する中、高齢化により災害時要

援護者の増加が見込まれ、災害発生時の対応が困

難になることが予想されます。

下げ止まりの見えない人口減少

　我が国が平成 20 年（2008）に人口減少社会に突

入した中で、本町においては、平成 12 年（2000）の

国勢調査時から人口が減少傾向にあります。

　年齢区分別でみると、生産年齢人口は、平成 22

年（2010）以降 10,000 人を割り、今後、年平均

150 人ずつ減少すると予想されています。

　年少人口は、平成５年（1993）に老年人口に逆

転され、以降減少の一途をたどっています。

　老年人口は、一貫して増加してきましたが、令

和７年（2025）には減少に転じることが予測され

ています。

自然増減と社会増減

　自然増減については、約30年ほど一貫して出生

数を死亡数が上回っており、ここ数年はこの傾向

に拍車がかかっています。社会増減については板

倉ニュータウンの街びらきから 10年程転入超過

が見られましたが、その後は転出超過の状態が続

いています。

若年層の流出

 若年層において進学や就職に伴う転出傾向が続

いています。このことが生産年齢人口の減少及び

少子高齢化の一因になっています。

 人口減少への対応は、大きく分けて２つの方向

性が考えられます。一つは、出生数の向上により、

人口減少に歯止めをかけ、人口規模の確保と人口

構造の安定を目指すという自然増に関するもので

す。もう一つは、転出の抑制と転入の増加による

人口規模の維持です。この２つの方向性による対

策を同時に推進していく必要があります。

　なお、そのための具体的な施策については、第

３期まち・ひと・しごと創生総合戦略で示します。

8. 人口減少が地域の将来に与える影響

9. 現状と課題の整理

実施計画

(46)

10. 目指すべき方向性



１－１ 国の総合戦略の基本的な考え方

はじめに

　我が国の人口は平成 20 年（2008）から減少に転

じて、今後その傾向は加速度的に進行していくと

見込まれています。特に地方での人口減少は、地

方から首都圏への若者の人口流出がその主な要因

の一つと考えられており、地方の人口減少に起因

する地域市場規模の縮小や深刻な人手不足が地域

経済の低下につながり、ひいては大都市の経済衰

退に影響を与えることが危惧されています。

　そこで、国は人口減少の克服と、地方創生を成

し遂げて将来にわたり活力ある日本社会を維持す

ることを目的として、平成 26年（2014）に「ま

ち・ひと・しごと創生法」を公布・施行しました。

同年には、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が

閣議決定され、令和元年（2019）には、第２期

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定さ

れ、戦略に沿った取組が進められてきました。

　令和４年（2022）には、デジタル田園都市国家

構想の実現に向けて、抜本的に改訂した「デジタ

ル田園都市国家構想総合戦略」が新たに閣議決定

されました。国は、新型コロナウイルス感染症の

影響により、社会情勢がこれまでと大きく変化し

てきた中で、デジタルの力を活用して地方の社会

課題解決や魅力向上の取組の深化・加速化を図る

とともに、そのために必要なデジタル実装の取組

を推進することとしています。

デジタル田園都市国家構想の実現のために

　人口が減少する中で、東京圏と地方との転出入

均衡達成目標はいまだ達成できておらず、地方の

過疎化や地域産業の衰退、さらには首都直下地震

等の大規模災害への対応等が大きな課題となって

います。特に国の経済全体の生産性の足かせと

なっている、地方に多いサービス業の生産性の低

迷は、地方創生はもとより、国の経済全体の生産

性及び賃金水準の低迷を引き起こしている深刻な

課題となっています。

　さらに、新型コロナウイルス感染症が拡大した

ことに伴い、観光業などの地方経済を支える産業

への打撃や、地域コミュニティの弱体化等、地方

の経済・社会は大きな影響を受けました。

　他方、新型コロナウイルス感染症の影響により、

デジタル・オンラインの活用が進み、時間と場所

にとらわれない働き方が可能になるとともに、テ

レワークやワーケーションが普及したことで、多

地域居住・多地域就労が現実のものになり、経済

社会の分極化の重要性を再認識させることとなり

ました。

　また、ＩＣＴの進化やネットワーク化により、

経済や社会の在り方、産業構造が急速に変化する

大変革期、新しい時代（Society5.0 ※１）が到来す

る中、ＩＣＴを最大限に活用し、先導していく取

組等が進められています。

　加えて、急激な人口減少社会に対応するため、

新たにデジタル行財政改革として、利用者起点で

デジタルを最大限に活用して公共サービス等の維

持・強化と地域経済の活性化を図り、社会変革を

実現することが必要としています。このため、人

口減少・高齢化・過疎化・人手不足への対応、経

済成長・スタートアップ支援、行財政の効率化・

不便の解消の観点から、教育、交通、介護等、子

育て・児童福祉、防災、インバウンド・観光、ス

タートアップ等の分野における改革を進めること

としています。

　社会情勢がこれまでとは大きく変化している中、

「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」

を目指して、地域の個性を生かしながらデジタル

の力によって地方創生の取組を加速化・深化させ

ていく必要があります。その際には、個々の事業

者による取組だけでは足りず、それぞれの地域全

体として個々の事業者を巻き込みながら戦略的に

取り組んでいくことが不可欠としています。

まち・ひと・しごと創生

総 合 戦 略

1. 総合戦略の基本的な考え方

(47)

実施計画

※１ Society5.0：サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展

と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）のこと。狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、

工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が

国が目指すべき未来社会の姿として提唱された。



国の第 3 期総合戦略における施策の方向

１－２ 群馬県の総合戦略の基本的な考え方

　県では、本格的な人口減少を迎え、今後も人口

減少と人口構成の変化が見込まれることから、平

成27年度に人口減少対策を土台に据えて、群馬の

未来を創生していく具体策を盛り込んだ第１期

「群馬県版総合戦略」を策定、引き続き人口減少克

服・地方創生の取組を切れ目なく進めることが求

められたことから、国の第２期「総合戦略」を踏

まえ、第１期「群馬県版総合戦略」の基本目標を

維持するとともに、新たな視点に基づく施策を盛

り込んだ第２期「群馬県版総合戦略」を策定し、

人口減少克服・地方創生の取組を行ってきました。

　また、県では、国の「デジタル田園都市国家構

想総合戦略」を踏まえ、県政の基本方針となる新・

群馬県総合計画との整合を図るなど、デジタルの

力を活用した施策を盛り込んだ「群馬県デジタル

田園都市構想総合戦略」を令和５年に策定してい

ます。

　

　「群馬県デジタル田園都市構想総合戦略」では、

次に挙げる３つの基本目標と８つの戦略を設定し

ています。

第 3 期

(48)

実施計画

結婚・出産・子育ての支援、

少子化対策の推進 等

結婚・出産・子育ての

希望をかなえる03

移住の推進、関係人口の創出・拡大、

地方大学・高校の魅力向上 等

人の流れをつくる

02

魅力的な地域をつくる
地域生活圏、教育 DX、医療・介護 DX、

地域交通、物流・インフラ DX、防災 DX 等

04

地 方 の 社 会 課 題 解 決 基礎条件整備
  国による

デジタル実装の

地方に仕事をつくる
中小・中堅企業 DX、地域の良質な雇用の

創出等、スマート農業、観光 DX 等
01

デジタル基盤の整備
デジタルインフラの整備、

デジタルライフライン全国総合整備計画、

マイナンバーカードの普及促進・

利活用拡大 等

01

デジタル人材の育成・確保
デジタル人材育成プラットフォームの構築、

職業訓練のデジタル分野の重点化、

高等教育機関等におけるデジタル人材の

育成 等

02

誰一人取り残されない

ための取組

デジタル推進委員の展開、

デジタル共生社会の実現 等

03

施 

策 
の 

方 

向 

※１  ワーク・ライフ・バランス：仕事と生活の調和。一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果た

すとともに、家庭や地域生活などにおいても、人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できることを指す。

戦略３　人材の県内定着

戦略４　群馬にしごとをつくり、安心して働けるようにする

戦略５　安全・安心な暮らしを維持する地域づくり

戦略６　安全・安心な暮らしを実現する社会基盤づくり

戦略１　交流・移住・定住促進

戦略２　東京圏等からの人材還流

戦略７　結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援

戦略８　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス※１）

　　　　の実現

基本目標１　群馬で暮らし始めたくなる

基本目標２　群馬に住み続けたくなる

基本目標３　群馬で家族を増やしたくなる

←



１－３ 板倉町の総合戦略の基本的な考え方

　平成 27 年度から令和元年度末までを計画期間

として策定した『総合戦略』、令和２年度から令和

６年度末までを計画期間として策定した『第２期

総合戦略』は、『人口ビジョン』で示した「板倉町

が目指すべき人口の将来展望」を実現するために

必要な取り組みを取りまとめたものであり、本町

が直面する人口減少にある傾向を改善するための

具体的な戦略として位置づけたものです。これを

もって各種事業に取り組んできましたが、国をは

じめ、本町においても人口減少に歯止めがかかっ

ていない状況にあります。

　これに対し、令和７年度から令和９年度までを

計画期間とした『第３期総合戦略』を切れ目なく

策定し、「板倉町が目指すべき人口の将来展望」を

実現するための取組を実施します。

１－４ 本総合戦略の位置づけ

　本総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法（平

成 26 年法律第 136 号）第 10条第１項に規定する

市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略として位

置づけられるものとします。

１－５ 計画の期間

　本計画の期間は、令和７年度から令和９年度ま

での３か年とします。

１－６ 第３期総合戦略における重点施策

　『第３期総合戦略』の策定にあたっては、第１期

及び第２期の枠組みを維持しつつ、国や県の総合

戦略を勘案し、地域課題解決に向け、デジタル技

術を活用しつつ、次の視点に重点を置いて施策を

推進します。

（１）本町に仕事をつくる

◆地域を支える農業や商工業などの産業振興や起

業を促します。

◆中堅・中小企業の仕事と子育てを両立できる良

質な雇用の創出を支援します。

（２）本町に人の流れをつくる

◆豊かな自然環境を活用し、生活重視のライフス

タイルの移住・定住を推進します。

◆町の魅力を活用し、関係人口（オンライン関係

人口含む）、交流人口の創出・拡大を目指します。

（３）若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

◆仕事と子育ての両立など子育てしやすい環境づ

くりを推進します。

◆アプリなどＩＣＴを活用した子育て支援サービ

スの普及促進を目指します。

（４）地域の連携により魅力的な地域をつくる

◆町民の幸福度やＳＤＧ s の価値観を通じて、町

民参画のもと、元気な地域づくりを目指します。

◆広域連携により地域生活圏の形成を推進します。

２－１ 地域ビジョン（目指すべき理想像）

　「地域で支え合う安全なまち いた く ら」

２－２ 主要方針の考え方

　人口ビジョンが示すとおり、将来、本町の人口

は減少傾向が避けられない状況です。持続可能な

まちづくりをするためには、今後も引き続き、人

口の自然減少の緩和、転出抑制と転入促進策を講

じることにより、人口減少を極力抑えることが重

要です。また、人口が減少していく将来において

も、本町の有する資源・魅力を活かして住民や事

業者、周辺地域との協働・連携を図り、町民一人

ひとりが永続的に楽しく安心して暮らしていける

まちを築いていくことが、今後のまちの将来像と

して重要な視点だと考えています。

　『第３期総合戦略』は、本町の最重要課題の一つ

である人口の将来展望の実現に向けた具体的な戦

略を立案する計画であるため、『第３期総合戦略』

の主要方針については、『板倉町総合計画』の基本

構想における、まちの将来像と同じ方針として、

計画間の整合を図ります。

２－３ 総合戦略における４つの基本目標

　上記の主要方針の実現を目指して次に挙げる４

つの基本目標を定め、達成度合いを図ります。

２. 主要方針と地域ビジョン
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実施計画

まち・ひと・しごと創生

総 合 戦 略



 ①仕事・雇用

ＫGＩ※１ 事業所数

目標（Ｒ 9）基準

５９０事業所５７８事業所

ＫGＩ 従業者数

目標（Ｒ 9）基準

6,658 人6,159 人

町の農業や工業、商業について、農業従事者の高齢化への

対応や地域の産業の育成を図るほか、就業ニーズとのマッ

チング支援や新規創業支援などを通じ、起業の促進と雇用

の拡大を図る。

地方の社会課題解決：地方に仕事をつくる

 ③子育て・福祉

ＫGＩ 合計特殊出生率

目標（Ｒ 9）基準

0.91０.59

ＫGＩ 婚姻率

目標（Ｒ 9）基準

2.91.8

若い世代が町外に転出する現状への対応として、結婚から

妊娠、出産、子育てまでを支援する体制を拡充し、必要不

可欠な福祉や保育環境の充実により、安心して生み育てる

ことのできる環境づくりを行う。

地方の社会課題解決：結婚・出産・子育ての希望をかなえる

 ②移住・交流

ＫGＩ 年間社会増減数

目標（Ｒ 9）基準

＋１００人＋６７人

ＫGＩ 板倉東洋大前駅一日平均乗降人員数

目標（Ｒ 9）基準

3,530 人3,404 人

観光やシティプロモーション施策の強化による関係人口や

交流人口の創出・拡大を図るほか、きめ細かな教育環境の

充実や町の魅力の広報、移住・定住施策の拡充などを通じ、

町外からの移住・定住の促進を図る。 

地方の社会課題解決：人の流れをつくる

 ④地域づくり

ＫGＩ 相互利用公共施設数

目標（Ｒ 9）基準

４３５４３０

ＫGＩ 防災協定締結数

目標（Ｒ 9）基準

５０４３

安全・安心な環境を整えるため、空き家の適正管理や防犯対策、災害

対策を進めるほか、デジタル技術の導入による町民サービスの向上

と行政運営の効率化を図り、他自治体との施設の広域利用など連携

を深め、元気な地域づくりに向けた地域コミュニティの活性化や健

康づくりを推進する。

地方の社会課題解決：魅力的な地域をつくる

※１ KGI：Key Goal Indicator は、重要目標達成指標と呼ばれ、計画におけるゴールなど、大きな目標を定量的に評価すると

きに用いる指標。
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実施計画

第 3 期

３. 総合戦略における４つの基本目標

出典：R3 経済センサス活動調査

出典：R3 経済センサス活動調査

出典：R5 群馬県人口動態調査

出典：R5 群馬県人口動態調査

出典：リーサスデータ

出典：R5 東武鉄道整備促進期成同盟会

出典：関東どまんなかサミット会議 １７８

両毛広域都市圏総合整備推進協議会 ２５２

出典：総務課



    移住・交流 ２

町の魅力を活用し、関係・交流人口

を拡大し、移住・定住を促進する

 施策の大項目
1. 関係・交流人口の拡大

2. 移住・定住の促進

3. 教育環境の充実

 施策の小項目（KPI 設定）

①観光・移住関連 HP アクセス数

②渡良瀬遊水地保全利活用事業数

③板倉ニュータウン宅地分譲

④ふるさと納税金額

⑤町公式 LINE の友だち登録者数

⑥小学校 CRT、中学校 NRT ※ 3 テスト管内平

 均点の全国との差

農業や商工業などの産業振興や起業

を促し、良質な雇用機会を創出する

    仕事・雇用 1

 施策の大項目
1. 農業の振興

2. 商工業の振興

3. 新たな産業の創出

 施策の小項目（KPI ※ 1 設定）

①認定農業者の新規認定者数

②新規就農者数

③年間商品販売額・製造品出荷額等

④産業及び商業・業務用地への誘致

⑤新規創業、起業数

⑥ 6 次産業化※ 2 の取組数

地域の連携のもと、安全・安心な、

元気で活気ある地域づくりを行う

    地域づくり 4

 施策の大項目
1. 安心できる暮らしを支える環境の提供

2. 災害対策の推進

3. 地域コミュニティの活性化

4. 健康づくりの推進

5. デジタルの推進

6. 連携の推進

 施策の小項目（KPI 設定）

①空き家に対する苦情件数

②路線バス利用者数

③犯罪件数

④避難訓練参加割合

⑤健康寿命の延伸

⑥電子申請システムに対応した様式数

(51)

実施計画

まち・ひと・しごと創生

総 合 戦 略
４. 基本目標の体系

※１ KPI：Key Performance Indicator は、重要業績評価指標と呼ばれ、業績評価を定量的に評価するための指標。※ 2 ６次

産業化：第 1 次産業に従事する農家等が、生産・収穫した作物などを、生産だけでなく加工・販売まで一貫して手がける経営

方法のこと ※ 3  小学校 CRT、中学校 NRT: 我が国で最も多く実施されている標準学力検査。全国平均と比較可能なデータを

用いるため、本指標を用いた。

若い世代が安心して、結婚や子育て

ができる環境をつくる

   子育て・福祉 ３

 施策の大項目

1. 安心して結婚し子どもを産むことができ

 る環境づくりの推進

2. 子育てしやすい環境づくりの推進

 施策の小項目（KPI 設定）

①結婚支援関連事業周知数

②板倉町子育て応援アプリ登録者数

③乳幼児健診受診率

④産後ケア事業希望者利用率

⑤待機児童数

⑥教育支援体制等構築事業延べ利用者数



施策の方向性

◆認定農業者への支援、農業関係団体の育成、農

業の機械購入や施設整備への利子補給を行います。

◆認定農業者連絡協議会や農業関係団体への支援

を通じ、今後の農業方針の検討や推進、農業者間

の情報交換、研修の場の提供に取り組みます。

◆持続的な農業を実現するため、地域農業の設計

図となる「地域計画」を作成し、地域農業の担い

手を確保するとともに、農業経営の法人化や企業

の農業参入の推進を図ります。

◆農地の多面的機能の維持・発揮につながる共同

活動を行う組織に対し、多面的機能支払交付金を

活用した支援を行い、組織が未整備の地域には立

ち上がるまでの支援を実施していきます。

◆地域の担い手に対し、農地中間管理機構を介し

て農地の集積・集約化を進めます。

◆ Society5.0 の実現に向けた技術の活用を目指

すため、５Ｇの活用など、スマート農業に関する

研究を進めます。

◆農業後継者の情報収集や掘り起こしのほか、Ｊ

Ａ邑楽館林青年部と連携して、農業後継者の活動

を支援します。

◆新規就農を希望するかたを対象に相談窓口を設

置し、内容に応じた関係機関との連絡調整など、

総合的なバックアップを行うとともに、周辺自治

体及びＪＡ邑楽館林と連携し、I ターン就農を推

進します。

施策の方向性

◆板倉町商工会への支援を継続するとともに、町

内産業の活性化、円滑な事業承継を推進します。

◆若年層における地元就職を促進させるための取

組を推進します。

◆板倉町商工会と連携し、イベントの実施やＰＲ

グッズの作成、販路開拓、展示会参加など商工業

の活性化を図ります。

◆群馬県企業局と連携し、板倉ニュータウン（産

業・商業・業務用地）への企業誘致・商業施設等

の誘致に向けた取組を推進します。

◆企業が進出しやすいように奨励金を交付するな

ど支援を継続します。

◆板倉東洋大前駅東口・西口への出店を促進する

ため、各種支援策の検討を進めます。

◆新規産業用地の整備に向けた用地の選定や整備

計画の策定など、検討・準備を進めます。

施策の方向性

◆新規創業に取り組むかたを対象とした相談体制

を構築し、支援に取り組みます。

◆新規創業に取り組むかたに対する相談窓口のワ

ンストップ化や商工会、金融機関等の関係機関と

の連携による創業支援に取り組みます。

◆地方創生施策の一つである起業支援金制度をＰ

Ｒし、創業希望者の必要な要素に適切な支援を提

供します。

◆新規創業の成功事例等については、町や商工会

の広報紙やホームページへの掲載、パンフレット

の配布など、広くＰＲを行います。

◆６次産業化に取り組む農業者や農業法人等を対

象に情報提供を行うなど、６次産業化の実現に向

けた取組を推進します。

実施計画

第 3 期

 農業の振興

仕事・雇用 1

 商工業の振興

 新たな産業の創出
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５. 施策の基本方針（１）仕事・雇用



(53)

実施計画

まち・ひと・しごと創生

総 合 戦 略
５. 施策の基本方針（２）移住・交流

施策の方向性

◆重要文化的景観をはじめとした町の歴史・文化

資産や既存の観光資源を活用した観光振興を図り

ます。

◆農地を活用した市民農園、日帰り農業体験や、

渡良瀬遊水地の広大で豊かな自然環境や町の名所

に触れた観光バスツアーを実施するなど、体験型

観光の推進を図ります。

◆観光ボランティアガイドや民間事業者と連携し

観光ＰＲを実施します。

◆イメージキャラクターの活用やＳＮＳを利用し

た町のＰＲ活動を実施します。

◆ＰＲ大使との連携により、シティプロモーショ

ンを推進します。

◆ふるさと納税を希望する寄附者の利便性を高め

るとともに、商工農業団体等と連携し、返礼品を

町内業者から広く募集することで地域産業のＰＲ

と地域経済の活性化につなげます。

◆本町とゆかりのある都市との交流により、関係

人口※１・交流人口※２の拡大を目指します。

施策の方向性

◆本町に転入を希望するかたに対し、住宅取得支

援や移住支援金制度、奨学金返還支援制度などの

情報提供を行います。

◆住環境の向上に向けた公園の適正管理、住宅の

改築支援などを通じ、移住・定住を促進します。

◆群馬県企業局と連携し、板倉ニュータウンの住

宅用地の分譲を推進します。

◆板倉ニュータウンに太陽光発電による再生可能

エネルギー、蓄電池及び水素を用いる燃料電池を

活用することで、環境負荷を低減し、災害時のレ

ジリエンスを高めた住宅街区「グリーンブロック」

を造成することから、早期の完成及び完売を目指

して、群馬県企業局と連携してＰＲ活動に取り組

みます。

◆居住目的で町内に住宅を建築・購入する場合に

費用の一部助成をします。

◆住宅用の太陽光発電システムやリフォームへの

補助を通じ、住宅の改築支援を行い、定住を促進

します。

施策の方向性

◆教育に関する相談窓口の確保や学校独自の学力

向上対策事業の実施など、特色ある学校づくりと

教育内容の向上に努めます。

◆教育全般に対する教育行政相談窓口を設置し、

相談事項の対応を図るほか、各校の学力向上対策

事業の浸透度合いについて、学力テストの結果に

よって学習習熟度を把握します。

◆外国語指導助手派遣による英語学習の実施や、

子ども出前教室による行政に関する授業など、多

様な学習環境を提供します。

◆プログラミング教育や情報教育を推進し、教育

環境におけるＩＣＴ環境を計画的に整備します。

◆進学の意欲があるにも関わらず、経済的事由に

より進学困難な世帯に対し、奨学金を貸与する制

度を継続します。

移住・交流 ２

 関係・交流人口の拡大

 教育環境の充実

 移住・定住の促進



施策の方向性

◆結婚を希望するかたに対する結婚支援として、

結婚支援関連事業の周知や自治体マッチングアプ

リの検討、カップリングデザイナーを活用した結

婚のきっかけづくりを行います。

◆子どもを望むすべてのかたが、安心して子ども

を産み育てる環境をつくるため、不妊治療費等や

妊産婦の健診費用などを助成します。

◆子どもを出産した世帯に対しては、近隣市町や

医療機関との連携による母親に対する産後ケアを

はじめ、子育て支援金や福祉医療費の支給、紙お

むつ券の給付、チャイルドシート購入費の補助な

ど、子育てに必要な費用について助成します。

◆妊娠期や出産前後は、出産や子育てに不安を感

じやすい時期であることから、妊娠届出時を利用

して個別相談を行い、気軽に相談ができるような

関係の構築を図り、妊産婦の不安軽減を図ります。

◆家庭訪問や健康相談、健康教育を通じ、妊娠期

から出産、子育て期にわたる切れ目のない支援体

制の推進を図り、地域全体で子育てを見守る基盤

を整えます。

施策の方向性

◆妊娠期から子育て期に至るまでのワンストップ

相談窓口を保健センターに設置し、保育園（保育

所）や児童館（子育て支援センター）などとの子

育て支援ネットワークを形成します。

◆町立保育園施設と児童館施設を一体的に整備し、

子育て支援拠点として機能の充実を図ります。

◆町内の保育施設などにおける受け入れ体制の整

備を図るとともに、町外の保育施設などを利用す

るための広域入所調整による受け皿確保に取り組

みます。

◆延長保育、一時預かり、病児・病後児保育、学

童保育など、多様な保育ニーズに応じて既存事業

の拡充に取り組みます。

◆地域の子育て環境を充実するため、教育関係者

等関係団体による情報共有や、子どもを対象とし

たイベントの開催、学習機会の提供を図ります。

◆子ども会育成会による自然体験スクールや新潟

板倉子ども会との交流、上毛かるた大会などのイ

ベント実施のほか、地域の公民館と学習ボラン

ティアが連携し、地域の子ども達を対象とした自

主学習や各種体験教室の開催などにより、地域に

おける子育て環境を推進します。

◆町内の青少年関係団体、学校及び教育関係者で、

青少年の指導、育成及び保護など、総合的な青少

年問題について、相互の連絡調整を図りながら、

青少年の育成を推進します。

◆体験学習に eスポーツを取り入れるなど、コン

ピューターについての学習機会の提供・支援の充

実を図ります。

◆小中学校の給食費無料化や英語検定料の助成な

どを通じ、子育てをする保護者の負担軽減を図り

ます。

 安心して結婚し子どもを産むことができる

  環境づくりの推進

 子育てしやすい環境づくりの推進

子育て・福祉 ３

※１  関係人口：地域に住んでいたことがある人、通勤・通学をしたことがある人、近隣に住んでいる人、地域に親戚がある人

など、地域と多様に関わる人々を指す。 ※２ 交流人口：主に観光などで、地域を訪れる人々を指す。
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５. 施策の基本方針（３）子育て・福祉



施策の方向性

◆空き家の現状把握に努め、空家所有者に適正管

理を促します。

◆交通弱者対策として、路線バスやコミュニティ

バス、鉄道などの公共交通の充実を図ります。

◆防犯啓発や防犯カメラなどの整備を行い、防犯

対策を進めます。また、夜間の防犯対策として、

町内の防犯灯の整備と管理を行います。

施策の方向性

◆水害への対策や、地震など、想定される災害へ

の対策を進めます。

◆自主的な防災体制を強化するために、家庭での

備蓄推進など町民各自の取組と自主的な訓練の実

践を通して自主防災組織の強化を図ります。

◆自主的な広域避難を最も推奨し、災害時に避難

計画に基づいた避難行動が確実にとれるよう、防

災講習会や避難訓練等を通して周知徹底と避難者

の受入体制の確立及び避難所運営のルールづくり

を進めます。

◆自治体間における相互の災害協定締結の推進や

非常用食料や衛生用品などの防災物資の供給に関

し、民間企業との協定締結を推進します。

施策の方向性

◆住民と行政、行政区相互の連携強化を図るため、

住民ニーズを行政区長会議等により把握して適切

な行政執行を推進するとともに、行政区の活動を

支援するため、集会所施設整備やコミュニティ活

動備品の整備を行います。

◆公共性のある住民の取組に対し助成をします。

◆地域ボランティアと公民館が連携した自主学習

機会の提供や各種体験教室を実施します。

施策の方向性

◆健康づくりの知識の普及や各種健診等の助成な

どにより、健康づくりを推進します。

◆高齢者については、心身の特性に応じたきめ細

やかな保健事業と介護予防を一体的に実施します。

また、コミュニティサロンや通いの場等身近な地

域で高齢者が社会参加できる場を拡充することで、

認知症やフレイル※１予防を推進します。

施策の方向性

◆ＳＮＳや５Ｇといった最新技術を活用し、国が

推進しているデジタル田園都市国家構想の実現に

向けて、町の事務にもデジタル技術を導入し、町

民サービスの向上と行政運営の効率化を図ります。

施策の方向性

◆北地区から栃木県栃木市及び南地区から埼玉県

加須市への架橋の整備について、栃木市、加須市

と連携して推進体制の組織化を図り、早期実現す

るよう国及び県へ要望活動等を実施します。

◆両毛広域都市圏総合整備推進協議会や館林邑楽

総合開発促進協議会、東毛地方拠点都市地域整備

推進協議会、関東どまんなかサミット会議など、

他自治体との連携事業を今後も推進します。

※１  フレイル : 健康な状態と要介護状態の中間の段階であり、予防に取り組むことで健康な状態に戻ることが可能。
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実施計画

まち・ひと・しごと創生

総 合 戦 略

地域づくり ４

 安心できる暮らしを支える環境の提供

 災害対策の推進

 地域コミュニティの活性化

 健康づくりの推進

 連携の推進

５. 施策の基本方針（４）地域づくり

 デジタルの推進



※１ 年間商品販売額：卸売業または小売業の商業で売り買いされた物品の販売額 ※２ 製造品出荷額等：製造品出荷額、加工

賃収入額、修理料収入額、製造工程から出たくず及び廃物の出荷額及びその他の収入額の合計

(56)

実施計画

第 3 期

    仕事・雇用 1

①認定農業者の新規認定者数（年間）

目標（Ｒ 9）基準

４人４人

②新規就農者数（年間）

目標（Ｒ 9）基準

1 人１人

③年間商品販売額※１・製造品出荷額等※２

目標（Ｒ 9）基準

19,073 百万円17,030 百万円

77,573 百万円71,168 百万円

④産業及び商業・業務用地への誘致

目標（Ｒ 9）基準

96.97%89.95%

⑤新規創業、起業数

目標（Ｒ 9）基準

23 件（累計）14 件

⑥６次産業化の取組数

目標（Ｒ 9）基準

１件（累計）－

６.KPI 一覧

出典：板倉町創業支援計画

出典：産業振興課

出典：産業振興課

出典：産業振興課

※上段が年間商品販売額 出典：R3 経済センサス活動調査

 下段が製造品出荷額等 出典：2023 経済構造実態調査

                  製造業事業所調査

出典：産業振興課 R5

②渡良瀬遊水地保全利活用事業数

目標（Ｒ 9）基準

12 事業（累計）２事業

①観光・移住関連 HP アクセス数

目標（Ｒ 9）基準

77,00069,432

    移住・交流 ２

③板倉ニュータウン宅地分譲（分譲割合）

目標（Ｒ 9）基準

73．37％68．03％

⑥小学校 CRT、中学校 NRT テスト
管内平均点の全国との差

目標（Ｒ 9）基準

＋５点（小学校）＋３点（小学校）

偏差値＋４（中学校）偏差値＋ 2.2（中学校）

出典：総務課 R5

出典：企画財政課 R5

出典：産業振興課 R5

出典：教育委員会事務局 R5 

④ふるさと納税金額

目標（Ｒ 9）基準

180,000 千円35,976 千円

⑤町公式 LINE の友だち登録者数

目標（Ｒ 9）基準

4,000 人－

出典：企画財政課 R5

出典：渡良瀬遊水地利活用協議会



※１ 健康寿命 : 国保データベースシステムの「平均自立期間」を参考に設定。「平均自立期間」とは、日常生活が自立している

期間の平均。
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実施計画

まち・ひと・しごと創生

総 合 戦 略

    地域づくり 4

③犯罪件数

目標（Ｒ 9）基準

80 件90 件

②路線バス利用者数

目標（Ｒ 9）基準

175,000 人172,719 人

 ①空き家に対する苦情件数

目標（Ｒ 9）基準

５件10 件

④避難訓練参加割合

目標（Ｒ 9）基準

40％25.5％

⑤健康寿命※１の延伸

目標（Ｒ 9）基準

男性 78.8 歳男性 78.7 歳

女性 84.3 歳女性 82.4 歳

６.KPI 一覧

出典：総務課 R5

出典：総務課 R5

出典：総務課 R5

出典：総務課 R5

出典：健康介護課 R5

   子育て・福祉 3

⑤待機児童数

目標（Ｒ 9）基準

０人０人

⑥教育支援体制等構築事業延べ利用者数

目標（Ｒ 9）基準

680 人542 人

③乳幼児健診受診率

目標（Ｒ 9）基準

100%99．4%

出典：教育委員会事務局 R5

出典：健康介護課 R5

出典：保育所等利用待機児童数調査

⑥電子申請システムに対応した様式数

目標（Ｒ 9）基準

24 件（累計）6 件

出典：総務課 R5

①結婚支援関連事業周知数

目標（Ｒ 9）基準

５件１件

出典：企画財政課 R5

④産後ケア事業希望者利用率

目標（Ｒ 9）基準

100％100％

出典：健康介護課 R5

②板倉町子育て応援アプリ登録者数

目標（Ｒ 9）基準

150 人140 人

出典：健康介護課 R5



７－１ PDCA サイクルによる進捗管理

　総合戦略の実現に向け、ＰＤＣＡサイクル方式

サイクルを確立します。まず、効果的な総合戦略

を策定（Plan 計画）し、着実に実施（Do 実施）す

るとともに、設定した目標数値等を基に、実施し

た施策・事業の効果を検証（Check 評価）し、必

要に応じて総合戦略を改訂（Action 改善）します。

７－２ 取組の効果検証の方法及び体制　

　総合戦略を効果的・効率的に推進するためには、

外部有識者等で構成する検証組織を設置し、その

方向性や具体案について審議・検討を行います。

　また、各分野の具体的な施策に対して設定した、

客観的な重要業績評価指標（ＫＰＩ）をもとに、

効果検証を行い、必要に応じて見直しを行います。

令和７年３月策定
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７. 進捗管理の考え方
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８. 策定・改訂記録
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